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参高■章 命者  言合

1一．1 研究の背景

 過去帥年間に洲ナる交通体系の進歩に伴って多くの橋梁が必要となり架設されたが、車

両の犬型化およびそれに伴う車両重量の増加と交通量の増加は著しく、部材に損傷が生じ1

補修・補強を必要とするようになった。さらに、交通量の増加は橋梁の拡幅の必要性を増

した。また、すでに老朽化が進み、架け換えを必要とするものもある。

 高度経済成長期には、架け換えを必要とする椿はもちろん、拡幅あるいは補強すれば大

型車、重量車の通行に十分耐えられた橋でさえ容易に架け換えられた。また、維持・管理

に手間をかけるより架け換えを選ぶ時代であり、…ト分な維持・管理が行われていたとは言

い難い。

 ところが、昨今の低成長時代にはいると、様相は一変した。■耐用年数を越えた橋でさえ

架け換えるとζるか補修・補強して再使用することを考えるようになり、現在の交通事情

に適合しなくなった橋は拡幅・補強するようになってきた。また高度経済成長靭に架けら

れた橋の多くは十分な維持・管理が行われていなかったため、想像以上に劣化が早く、補

強・補修を必要とするようになってきた。

 これは日本だけに限られた問題ではなく、世界各国共適の問題となっている。

 このような背景のもとで1982年にI肥SE（Intermセi㎝al＾ss㏄iaい㎝for趾idge㎝d

St川。tualεngim帥ing）がL舳舶態鵬において叩ati帥e of Steel and Conc「ete Stmcト

u冊s” ﾆ題するコロキューム1）を、冊ashington口．C．において冊帖i珊tεndnc8，Re脾ir a皿d

Rehab川上ati㎝of Bridg8snと題するシンポジウム2・3）を開催した。

 これらの会議においていくつかの損傷事例が紹介されたが、その他ヒもさまざまな損傷

事例が報告されている。例えば、文献4）はアメリカの事例について詳しい。

 また・わが国においても1983年に日李学術会議構造研究連絡委員会・土木学会・日本建

築学会が「既存構造物の診断・補修・保守等に関する諸闇題等」と題するシンポジウム5）

を、土木学会関西支部が「既設の橋梁構造物およびその構成部材の健全度、耐久性に関す

るシンポジウム」6）を開催した。さらに、r特集・土太構造物の耐用年数と維持壱理」？）

（土太学会誌）、連載講義「溶接構造物の損傷とその防止」8）（溶接学会誌）などの特

集g・10）が行われ、個別の事例報告エ1■川もいくつかなされている。

1・



一それらによれば、最近の損傷事例として、

 a．負圧力による支承の損傷

 b．腐食による断面欠損

 C．切欠き桁端部の疲労損傷

 d． ウェブギャップに生じた疲労損傷

 e．鋼製橋脚の疲労損傷

 f． ソールプレート取り付け溶接部の疲労損傷

 g一アーチ橋のストラット取り付け用．ガセットの疲労損傷

 h．高力ポルトめおくれ破壊

などがある。例としてr a．負反力による支承の損傷」を図一．1に、r b．腐食による断

面欠損」を写真一一1に示す中「a。負反力による支度の損傷」は昭和42年建設の都市内高

架道路あ3径間連続曲線箱桁橋の端支点に生じた損傷である。この損傷は昭和52年に点検

パトロール中に異常皆の発生に気づき、目視点検により確認された。ごめ原因は設計時の

負反力の過小評価、隣接する桁との取り合い部の施工誤差およびシューの機能が十分でな

かったこと・などが重なったものと推定されている。この補修にあたっては、負反力に対し

て単独で抵抗できる新規支承と入れかえる全面的補修案が採用され、本橋はもちろん隣接

する椿も合わせてジャッキアップされることとなった。しかし、橋脚上にはジャッキをセ

ットするためのスペー．スがなく、橋脚および橋梁本体にブラケットを取り付ける必要があ

った。ブラケットを取り付けるにあたり、溶接によるかH．T．ポルトによ一るかの選択にせま

られた。応力下、振動下にある一次部材に理場溶接を施工した例は少なく、施工基準も確

立されていないため、当初H．T．ポルトによる案が検討された。ところが、H．T．ポルト案に

おいても主要部の一一一部は溶接による以外に方法は奪かったので、荷重作用下、一振動下にお

ける溶接について種々の検討が行われ、李面的な現場溶接が採用されることになった。本

研究第4章における実験研究もそのための検討の一一つであった。

 写真一1．1の例はr a．負反力による支承の損傷」と同様、都市内高架道路において発見

された腐食による損傷個所である。この腐食個所は床版補修工事を行っているときに発見

されたもので、ウェブと下フランジを継くすみ肉溶接が欠損レていた。また、建設当初

12㎜であった下フランジの板厚は支点から600㎜の範囲にわたって最大6～8㎜程度まで

減少していた。さらに・シュー本体およびアンカ二ボルトも原型を留めないほどに腐食さ

れていた。この原因は床版の下面に遊離石灰のつららがあり、雨天でもないのに水滴が落
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ちていたことから、遊離石灰を伴う漏水であると推定された。この桁の補修を行うにあた

り、腐食部分を切断し、新しい下フランジを溶接取り付けし、切欠き桁に改造することに

なった。他の方法も考えられたが、この方法によれば支承まわりの改修を行う作業生閥が

確保できるため、この方法が採用された。本研究第3章における実験研究はこの改造作業

を行うための留意点を検討するために実施したものであり、この結果を踏まえて実施工は

行われ、無事完アした。改造後の実橋を写真一1．2に示す。

写真一1．2 改造後の実橋

 さらに、いま…つの例として、r c．切欠き桁端部の疲労損傷」を図一1．2および1．3に

示す。切欠き桁は高架の道路において橋脚横梁一一ド面から床版上面までの高さを低くするた

めに、布端を図一1．2および1．3に示すように切欠いた構造で、疲労亀裂が曲率部のすみ肉

溶接部より発生しウェブヘと進展している．この損傷原因としては、次の二二つが考えられ

た。・・一・つはウェブの繰返しはらみ（面外曲げ）によるものとされ、もう一つははらみ出し

は認められず単なる応力集中によるものか、これにフランジとウェブの闇のルートギャッ

プ、ルートギャップに伴うすみ肉溶接の有効のど犀の不足などが重なったものと推定され

ている。これらの補修にあたっては、亀裂をガウジングによりはつり取り、溶接補修を施

したのち、図一1．4および1．5に示すような補剛材付きの添接板をH．T．ボルトで取り付けて

いるが、推定された原因の違いにより添接板を下フランジに連結したものとそうでないも

のがある。このような添接板を連結するとき溶接が可能となれば、ボルト孔を明けること

4
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による断面欠損を補う必要がなくなり、そのメリットは大きいと考えられる。

 ヒれまでの補修・補強溶接作業はステージング等の飯支点を用いて死荷重を除去し、交

通を遮断して活荷重とそれに伴う振動を取り除いた状態で行われていた。荷重作用下で補

修・補強作業を行うことができれぱ、ステージング等を設置して荷重を除去あるいは軽減

することが不要となり、経済的である。しかし、荷重が作用したままという条件下におけ

る溶接のデータは必ずしも十分ではなく、荷重作用下での溶接については次に述べるよう

に種々の問題があり、検討しなければならないことも多く残されている。
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1．2 供用中の部材への補修・補強溶接の問題点とアプローチ．一

 実橋における施工上の特徴として

 1）橋梁の自重による静的荷重および通過交通による変動荷重が作用している。

 2）通行革商によって複雑な振動が生じている。

 3） 天候、作業空間の制約などにより作業環境が悪くなる。一

な1とが考えられ、工場製作時とは全く異なる未経験の問題がある．。 1），2）の闇題点を避け

るため、多くの場合ステージング等を用いて作用応力を軽減し、振動しな一いように交通規

制をして作業は行われる。しかレ、ステージングを設置することは高速道路下の一般道路

の交通障害となり、経済的にも負担とな1る。交連規制を行うには比較的交通量の少ない夜

間あるいは休日を利用するこ一とになるので、作業日程に大きな制約を受けることになる。

それゆえ1供用したままの状態で溶接を施すことができるならぱ、その効果は大きいが、

補修・補強溶接について解決しなければならない問題も少な・くない。

 補修・補強溶接される継手あるいは部材について検討しなければなら・ない項自に次のよ

うなものがあり、これらに対して安全性を確保できるような施工法、作業条俳を設定する

ことが必要である。

I．作業中の安全性

 供用中一の部材に補修・補強溶接を行うと、荷重が作用したままの状態で溶接の熱が加え

られることになる。鉄鋼材料は温度の上昇と共に降伏点およびヤング率は低下し、6000C

以上・ではほとんど雲となることが知られているので、溶接の熱により高温となる溶接部お

よびその近傍で」ﾍ材料のヤング率や降伏点が低下する。し走がって、一時的に構造物の剛

性や強度が減少する一
B

 それゆえ、600℃以上の高温状態とな1る溶接部とその近傍を断面欠損とみなした強度寧

析と、さらに溶接熱の伝導していく領域の降伏点およびヤーンダ率の低下を考慮した強度解

析を行い、作業中の安全性、すなわち、①引張による部材の破断、②座屈による崩壊、

③過度の変形、などを確認しなければならない。
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II．作業後の継手および部材の性能

 荷重作用下で溶接された継手部は作業中に外力による応力と熱応力を1司時に受けるの

で、機械的性質、ビード外観、残留応力分布、溶接変形などが工場製作蒔のそれらと異な

る可能性がある。また、このような継手部の性質の変化により部材としての強度が低下す

ることも懸念される。したがって、荷重作用下で溶接された継手の力学的特性、すなわ

ち、①機械的性質、②残留応力、③溶接変形、④溶接割れ、などを検証しな1けれぱならな

い。さらに、その継手を有する部材の強度、つまり、①引張による部材の破断、②座屈に

よる崩壊、③疲労による損傷、④過度の変形、なども検証する必要がある。
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1．3 既往の研究

 第3胴土木学会全国大会において橋梁の現場溶接についての研究討論会が催され、未解

決の問題の一つとして供用中で応力が働いている部材への溶接が挙げられた14）。その要

点は、

 ① 継手品質

 ② 継手あるいは構造物の性能に及ぼす残留応力の影響

 ③ 構造物としての出来上り精度

 ④ 工期・工費

などへの懸念であった。ここで、bは経済的側面からの検討を必要とするものである。

 この研究討論会以後、補修・補竿溶接に関する研究がわが国においてもいくつか行われ

一でいる。その研究の多くは溶接割れ、す’な1わち施工性に関する研究と、機械的性質、残留

応力など継手の性質に関する研究であり、構造部材単位の研究については薯老の知る限り

行われていない。

 橋梁には通行車両によりきわめて複雑な振動が生じており、交通遮断をしないこめよう

な状況において埼接施工を行うとき、ビード形状が乱れることによりアンダーカットなど

の表面欠陥を生じる可能性、あるいは運棒の乱れによりブ1コーホールなどの内部欠陥を生

じる可能性が考えられるぱかりでなく、擬圏しつつある溶接部に急激一な変位が加わると高

祖割れの発生が懸念される。

 振動下におけ一る溶接に関する研究には次のようなものがある。鈴木（巌）らは供用中の

橋梁の振動計測を実施し、その結果を振動条件とする振動下で溶接したときのビード外観

および内部欠陥・について調査している15・16）。堀川らは1963年に製造され、1981年までクー

レーンガーダrとして使用されていたSS41（卜22㎜）材を用いて、溶着金属の割れ発生につ

いて検討している17）。 また、富田らは振動が高温割れに及ぼす影響についてTr㎝s Va一

冊stmimt Cmcki㎎T8stにより調査している18）。 さらに、中西らも変動応力を付加し

た状態で割れ試験を実施し、生じた割れの様相、割れ発生に及ぼす因子、溶接施工条件と

の関係を検討している19）。

 また、補修・補強作業を交通は遮断するが、ステージング等の仮支点を設けない状態で

行うとすると、振動は避けることができるが死荷重は作用したままであるので、こあ状態
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で溶接された継手は死荷重による応力と溶接熱による熱応力を同時に受けることになる。

したがって、力学的性質が無負荷状態で溶接された継手のそれと異なる可能性がある。

 応力作用下で溶接された継手の機械的性質ならびに残留応力分布に関する研究には、徳

沢らの研究がある。徳沢らは弓1張許容応力度作用下で応力軸に平行に溶接を施したときの

継手の機械的性質ならびに残留応力分布について実験的に検討し、それに対して有限要素

法による熱弾塑性解析を適用し、溶接熱の伝導過程巾の過渡的な力学的挙動について報告

している20）。

 これらの研究の結果、振動下での溶接における割れ、および引張荷重下で溶接された継

手の機械的性質、残留応力については一部明らかにされたが、r1．2 供用中の部材へ

の補修・補強溶接の問題点とアプローチ」の項目に示したように検討しなければならない

事柄も数多く残され一でいる。
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1．4 本研究の目的と内容

 本研究では、補修・補強溶接の施工上の特徴、すなわち、

 1）橋梁の自重による静的荷重および通過交通による変動荷重が作用している。

 2） 通行車両によ一って複雑な振動が生じている。

 3）天候、作業生闇の制約などにより作業環境が悪くなる。

のうちの一つであるr静荷重作用下にある部材への溶接」を取り・上げ、r1．2 供用中

の部材への補修・補強溶接ρ問題点とアプローチ」におけ亭『I・作業中の安全性」・な

らびにr II．作業後の継手および部材の性能」の各項目について、実験あるいは解析を行

い構造部材の力学的挙動を検討し、補修・補強溶接の実施の可能性ならびに実施可能な場

合の施工上の留意点を明らかにする。

 本研究の特徴は、交通を遮歯し活荷重とそれに伴う振動は取り除くが、ステージング等

の仮支点を用いて死荷重を除去することなく死荷重が作用レた．ままの状態にある構造物に

溶接を施すという、未経験の問題を取り扱ったところにある。これまで荷重作用下の構造

物に溶接などの熱を与えることを恐れ、部材の連結にH－T．ポルトを用い、H．T．ボルトを使

用することに伴う断面欠損は補強材の断面を増すことによって補っていた。一溶接による部

材の連結には断面欠損がないので、補修・補強作業に溶接を使用することができれば、そ

あメリットは少な1くない。太研究では、荷重が作用したま．まの状態に削ナる補修・補強作

業に溶接を使用することの可能性とその留意点を与えたところに意義があると考える。

 本論文は6章で構成されてい一る。第1章は緒論である。

第2章では・甲圧縮荷重が作用する構竿物と一してパイ．プ柱を取り十げ・このづイフ柱に

補強部材を取り付けるためのガセット、あるいは既設または新設のガセットにリンクステ

ィフナーを溶接する場合を想定し、作業中の安全性および作業後の部材の強度について検

討する。また、作業中の安全性を確保するための方法ならびに作業後の継手の残留応力、

機械的性質についても考察する。

 第3章では、r1．1 研究の背景」のr b．腐食による断面欠損』を生じた桁を改造

するときの問題点を解決するため、等断面プレートガーダーを荷重作用下で、腐食を想定

した箇所をガス珂断で除去レ新たに部材を溶接することにより切欠き桁に改造する実験
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を行い、その改造作業中の変形挙動および改造後の桁の強度を検証する。さらに、この箇

所が下フランジであることから、引張荷重作用下で溶接された継手の残留応力、機械的性

質についても考案する。この実験結果に基づいて実施工における手順を提案する。

 第4章では、r1．1 研究の背景」のr a．負及力による支承の損傷」を補修すると

きの問題点の…・つであった荷重作用下にあるプレートガーダーの支点付近に溶接を施すこ

とを想定し、端補剛材と腹板を継くすみ肉溶接の補修実験を行う。また、荷重作用下での

溶接により生じた変形を荷重作用下で矯正できるかどうかについても実験し、実施工にお

ける闇題点を明らかにする。

 第5章では、第2～4章で得られた成果をもとにして荷重作用下で補修・補強溶接を実

構造物に適用するときの留意点ヒついて考察する。

 第6章では、本研究で得られた成果を要約する。
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参高2・茸麦 圧縮応力作用下にある
パイプ柱への溶接

2．1 はじめに

 既設構造物の耐衛力の減少や作用荷重の増大に対処する方法としては、耐衛力の減少や

作用荷重の増加が著しい場合には新規の構造物への建て替え、そうでない場合には既設構

造物の補強がある。近年の傾向としては補強によることが多い。

 補強作業を行う場合、荷重作用下で補強作業を行一うことができれぱ荷重を除去あるいは

軽減することが不用となる。さらに、荷重作用下の補強作業において部材の連結に溶接継

手を使用することができれば孔明、断面欠損の補強などが不用となる。

 荷重作用下の部材に溶接を行うとき、以下のことについて検討する必要がある。

 1）作業中の安全性…  溶接の熱が加えられるので、ヤング率や降伏点の低い高温領

             域が拡がる。したがって、一一時的に構造物の剛性や耐衛力が

             減少する。圧縮荷重が作用レている部材では座屈することが

             あるかもしれない。

 2）作業後の耐衛力…  溶接により大きな変形や残観応力を生じ、これが作業後の耐

             衛力を損う可能性がある。

 そこで、太章では、圧縮部材の代表として柱を取リ上げ、軸圧縮荷重が作用しているバ

ィプに溶接を施し、作業中および作業後の部材の挙動ならびに耐荷カを実験的に検討す

る。
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2．2 実験方法

2．2．1．試験体および実験条件

 ここ」では、実験に使用した試験体の形状寸法な再びに機械的性質、応力作用下で取付け

られる付加物の形状寸法ならびに睾付け位置・実験条件について率べ・最後に耐衛力を定

義する。

 実構造物は508φのパイプであったが、試験機の載荷能力ならびに実験に必要な作業生

闇の確保のため以下に示す試験体とし牟。

 試験体は一般構造用炭素鋼鋼管SW“である。柱としての挙動を考える場合、短柱と長

柱ではその挙動に大きな1連いがあるので、本実験では短柱の代表として216．3φx5，8tx

16001のBタイプ試験体、長柱の代表として48．6φx2．4土x16001のCタイープ試験体を使

贈した。腐効座屈長を1S00㎜としたときの1／rはそれぞれ21．5，97．7である。一これらの

試験体から切り出した引張試験片より得られた機械的性質を表一2．1に示す。この機械的性

質は3本の引張試験片の平均である。なお、これらのほかに溶接作業による温度分布だけ

を測定する長めに508φの＾タイプ試験体を使用した。

 これら2種類の柱に．応力作用下で付加物を取り付ける作業を想定すると、パイプの管軸

に並行に溶接する場合とそれに直角に溶接する場合が考えられる。そこで、前者の例とし

てガセットを、後老の例としてリンクスティブナーを溶接することとした。それぞれの試

験体に取り付けられるガセットおよびリンクスティフ’ナーの形状寸法および取り付け位置

を図一2．Iに示す。

 軸圧縮衛璽作用下での溶接に及ぼす作用応力の大きさの影饗を調べるために表一2．2に示

す実験条件とした。管径、付加物の種類、作用応力の大きさの組合せにより合計14体と

なった。表中の作用応力（作用荷重を断面積で割った平均応力）州の24㎝PaはSTK“の

公称降伏応力度、16㎝Paは送電鉄塔の設計における基太許容応力度、100HPaは1／rを考慮

した座屈許容応力度、 8㎝Paは基本許容応力度16㎝Paの1／2である。

 使用した試験機はいわゆ6サーボ機構をもたない油圧式万能試験機である。ところで、

『試験機の荷重を制御することが不可能となった。』ことを以後r試験体が不安定になっ

た。』と呼ぶこととする。
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表一2．1 機械的性質

外 径 降伏応力度 引張強さ 伸 び
（m聰） （岬a） （HPa） （％）

2帖．3 390 470 31
48．6 410 480 23

◎千せ⑨．

OOoo

■ 工
1

I

0Ooo
wG

1

］
01a．（1州

216，3
48．6

・G（lll・）

9

9

斗

wR

h（mm）

200
150

・G（・・）

100
50

tR（／i湘）

9

9

・R（・・）

50
30

0（。）

120
120

図一2．1 ガセットおよびリンクスティフナーの形状寸法および取り付け位置

表一2．2 実験条件

作用応力 σn （岬a） O 80 1OO 160 240

ガセット B－1－0 B－1一＾ B一イ
リングスティフナー B－2－0 B－2一＾ B－2－Y

ガセット C－1－0 C－1－H C－1－S C－1一ム

リンダスティフナ」 C－2－0 C－2－H C－2－S C－2一＾

試験体番号 B■一〇

二
    作用応力の大きさ
     1；ガセット，2；リンクスティフナー

B；外径 218．3㎜，C；外径 48．6画m
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2．2．2 応力作用下での溶接

 ここでは、最初に木実験が想定・している構造物ならびに部材について述べ、次に実験手

順、試験体の端条件および溶接条件を示す。最後に変形の測定位置を示す。

 本実験においては送電鉄塔の部材を想定している。送電鉄塔の主柱は荷重制御であり、

斜材や水平材などは送電鉄塔が高次不静定構造物であるので、変位制御であると考えられ

る。変位拘束下で溶接により加熱されると熱応力により座屈する可能性もあるが、今後の

課題とする。

 実験は以下の手順で、荷重制御で行ったム

 ① 所定の荷重を載荷

 ② ガセットあるいはリングスティフナーの板付け

 ③ ガセットある’いはリン．グスティフナーの本・溶接

 ④ 木溶接終了後、約20分間荷重を保持し、除荷

 短柱の代表として使用したBタイプ試験体では試験体と載荷板の間にテフ目一ン板を挿入

し、摩擦力による横方向の拘束の低減を図った。また｛試筆体の端面が平行になるよう．に

機械加工を行．った。そのほかに端部に治異を用いることはなく、いわゆる平押レの状態で

実験を行った。この条件は岡端固定の条件に相当し、 1／rは21，5／2国10．8となる。

 長柱の代表として使用したCタイプ試験体では両端に球座を使用し、両端ビンの状態で

実験を行った。したがって、 1／rは97．7である。

 なお、・荷重あ検定および偏心量の測定のために試験体中央部の4か所にひずみゲージを

貼った（たとえば、図一2－3右のb－3，．d－3など）。

 溶接線名称を図一2．2に、溶接条件を表一2．3に示す。溶接は手溶接によるすみ肉溶接であ

る納接姿勢と蝉長を表一…に示九ガセッ1取り付けの場坤最棚こ肌・次に・早を溶接

し。、リンクスティフナー取り付けの場合は㎜、肌の順に溶接した。CLとGR、㎜と肌の間に

は特に休止暗闇を設けなかった。一また、一溶接線溶接中にも特に休止暗闇を設けなかっ

た。

 応力作用下で溶接す．る前に初期変形牢測定レた。測定位置を図一2．3に示．す。測定はすき

まゲニジで行った、試験体は電縫鋼管であるのでシームを有している。シームが本実験の

結果に及ぼす影響が明確でないので、本実験ではガセットあるいはリンクスティフナ』の

取り付け位置の反対側（図一2．3のa）にシームがくるように統…し、いずれの試験体にお

1 8



表一2．3溶接条件

試験体 電流（＾） 電圧（Ψ） 溶接速度（㎝／min） 火熱量（k』！㎝）

B－I 135～140 23～25 7～ 9 21～29
B－2 155～ 180 25 1O～ 14 17～24
C－1 蝸0～160 25～27 30～43 6～ 8
C－2 120～130 22～25 12～19 9～ 14

表一2．4溶接姿勢と脚長

CL GR Ru 吼

B一七叩ε 立向上進5㎜ 立向上進5㎜ 水ヰ5㎜ 上向5㎜
C－t叩e 立向下道4㎜ 立向下道4㎜ 水平4㎜ 上向4m

GL we1d

／11冊

＼

RU we1d

＼e一

／RL we1d
 11ne

GR we1d

 11ne

図一2．2溶接線名称

いてもシームの影響が同一となるようにした。

2．2．3 耐荷力試験

 ここでは、r2．2．2 応力作用下での溶接」でガセットあるいはリンクスティフナ

ーを溶接された試験体について、耐衛力を求めるために行った載荷試験の端条件について

述べる。なお、耐衛力を求めるための載荷試験を耐衛力試験と呼ぶことにする。

 Bタイフ試験体では平押しで耐衛力試験を行うことになるので、載荷点近傍においてち

ょうちん状の局部座屈を示す可能性がある。この変形を防止するためにスリーブと称する

治具を試験体に挿入した。このスリーブと載荷板の間に一はテフ1コン板を置いた。この条件

1 9
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図一2．3 初期変形測定位置

は岡端固定の条件に相当する。したがって、1／rは21．5／2嘗10．8となる。

Cタイプ試験株では「・2．2．2 応力作用下での溶接」と同様、球座を用いて載荷し

た。これは岡端ピンの条件に相当し、1／rは97．7である。
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2．3 実験結果および考察

2．3．1 溶接中および溶接熱の伝導過程中の変形挙動

 ［1］ パイプ柱の挙動

 ここでは、荷重作用下での溶接中および溶接後冷却し、除荷する前までの試験体の変形

挙動を述べ、作用荷重のもとで変形が大きくなり、崩壊した（不安定となった）試験体隼

ついて考察を加える。最後に試験体が不安定とならないための施工方法について考察す

る。

 Bタイプ試験体ではσn昌24㎝Paの応力が作用した状態でも溶接中および溶接後除荷する

まで安定であった。Bタイプ試験体の1／rは1O．8であり、塑性座屈の領域に属する柱であ

るので、荷重作用下での溶接が試験体の変形挙動に大きな影響を与えなかったものと考え

られる。Cタイプ試験体では3体が溶接中あるいは溶接後に不安定となった。Cタイプ試

験体の1／rは．97．7であり、弾性座屈の領域に属する柱であるので、荷遺作用下での溶接が

試験体の変形挙動に著しい影響を及ぼしたものと思われる。不安定となったのは、

 ① C－2一＾；RU溶接中

 ② C－2－S；肌溶接中

 ③ C一一＾；GL溶接後、CR溶接前

であった。

 これらの試験体が不安定となったことについて考察する。

 1） c－2一＾試験体

 C－2一＾試験体は。’。・16㎝Paの圧縮応力が作用した状態で㎜溶接線を約46㎜溶接したとき

ドf1舳

38

図一2．4C－2－AおよびC－2－S試験体の横たわみの方向と解析モデル
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不安定となった。横たわみの方剛ま図一2．4に示す方向であった。簡単のため溶接長はy軸

に対称に38㎜とし、リンクスティフナーの剛性を無視する。また、溶接部は溶融あるいは

高温状態にあるので。剛性を失っている。したがって、溶接部を断面欠損と考える。この．

よ一

､に考えると図一2呂4に示すような断面を中央部に有する柱が不安定となる最大荷重を求

め、作用荷重一 ﾆ．比較検討すれぱよいことになる。

 まず偏心量eを求める。断面一次モーメントをG。、断面積をAとすると、

  Gx
e＝＝一一一＝
  A

2J「2 D2＋D・d＋．d2一

9π      D．十d

（2．1）

を得る。Dは外径、dは内径で．ある。C－2一＾試験体の場合、e＝7．0㎜となる。この偏心

鐘eを用’｢るとセカント公式から図一2．4に示すような断面を中央部に有する柱が不安定と

なる最大有璽が求められる。

 セカント公武は

一÷・÷・・÷／、1、）
（2．2）

である。ここに、Pは荷重、Aは断面穫、eは偏心量、k’は核半径、1は有効座屈一長、

士は回転半径、豆はヤング率である。式（2．2）にlsecα1≧一1の条件を適用・し、σ＝

σゾのときに不安定になると考えると、

o’Y ・A一

P≦； （2．3）

1＋e／k・’

となり、作用荷重が式（2・3）で与えられ亭荷重以上であれば不案定と牟亭ことになる・

 式（2．3）にC－2一＾試験体に関する諸量σザ“㎝Pa，．A号251㎜2，e・7．0㎜，k㌧6．7㎜

を代入すると、・P≦50kNを得る。一カ、作用荷重は56kNであるので、C－2－A試験体は不安

定になっ足ものと考えられる。し狂がって、・圧縮応力作用下での溶接における溶接中の安

全性は溶接部を断面欠損と考えて評価することが可能であると思われる。
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 2） C－2－S試験体

 C－2－S試験体は肌溶接線溶接中に不安定となった。このときの溶接長は約35㎜、横たわ

みの方向は図一2．4に示す方向であった。作用応力はσバ100岬3であった。C－2一＾試験体と

同じようにモデル化を行うと、伸心量および最大崎璽はe冒7．0㎜，P皿a。纈50kHとな1る。と

ころが、作用荷重は34kNであり、これは前述の最大荷重の約70％である。これは㎜溶接線

が溶接された際に溶接部に与えられた熱が非溶接都分に伝導したために非溶接部分の降伏

応力度、ヤング率が低下したためであると考えられる。

 そこで、不安定になったときの試験体の温度を求めるための追加実験を行った。この実

験は無負荷状態で行った。溶接条件および熱電対取り付け位置を表一2．5，図一2．5に示す。

得られた温度の経時変化を図一2．6に示す。図中に一点鎖線で示されるところがC－2－S試験

体が不安定となったときにほぼ対応する。このとき、No．ト3は約HO℃，㎜o．4～6は約

㈱℃であるが、以下の議論を簡単にするため、試験俸中央部の温度は㈱℃一定である

とする。

 別途行った高温引張試験の結果（＾pp帥dh＾参照）によればi附Cにおいて、ヤング率

は室温のそれの約85％まで低下し、降伏点は明確でなかったので比例限応力度をもって降

伏点の代用とすれば約73％まで低下することがわかっている。

 セカント公式より得られた式（2．3）にはヤング率が含まれていないので、ヤング率の低

下を断面剛性亙Aを仲介として断面積の減少に置き換える。すなわち、EA＝一定とし、

（0．85XE）XA＝E×（0．85XA） （2．4）

とする。したがって、式（2．3）は

表一2．5温度分布測定実験における溶接条件

試験体｛溶接線｝ 電流（＾） 電圧（v） 溶接速度（㎝／mi珊） 火熱量（k」！㎝）

C－1｛CL｝

  ｛GR｝

C－2｛Ru｝

  ｛肌｝

135
135
140
140

25
25
25
25

31

33
23
21

6．5

6．1

9．1

9．8
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（0．73×（rY）X（0．85XA）
P≦ （2．5）

1＋e／k’

となる。上式にC－2－S試験体に関する諸量を代入すると、Pく31k㎜を得る。作用荷重は34

kNであるので、C－2－S試験体は断面欠損による偏心および熱による降伏点、ヤング率の低

下によリ試験体の耐衛力が減少し、不安定になったものと推察される。

 3） C－1一＾試験体

 σ。・160卵aの圧縮応力が作用した状態でCL溶接線溶接後約15秒経過したときにC一一＾試

験体は不安定と一なった。横たわみの方向は図一2．7に示す方向であった。

 σ。＝16㎝Paを作用させた状態のひずみゲージの出力から偏心量を求めると、

e＝＝工．90㎜㎜ （2．6）

となる。さらド、溶接剖を断面欠損とみなすと、これによる偏心が生じる。この偏心量を

求めるにあたって、溶接部はガセットの板厚を考慮し、図一2－7に示す位置とし、脚長は実

測結果から5㎜とした。C－2一島，C－2－S試験体同様、断面一次モーメントと断面積から偏心

量を求めると、

e＝0．25mm （2．7）

Def1ect｛on

図一2，7 C－1一＾試験体の横たわみの方向と解析モデル
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図一2．8 C－1セ岬e試験体における溶接後の温度の経時変化

となる。レたがって、上記あ侶心星の和が不安定となっ本ときの偏心量であるから、

e＝1．90＋0．25＝＝2．15面m （2．8）

を得る。

 この試験体においても熱あ影響による降伏応力度およびヤング率の低下が考えられるの

で、・C－2－S試験体同様温度測定を行った。溶接条件および熱電対取り付け位置は表一2．5，

図一2．5に示すとおりである。結果を図一2－8に示す。図中に…点鎖線で示すところがC一｝

試験体が不安定となったときにほぼ対応する。このときの温度は場所により220～70．0に

わたっセいるが、150．℃一定であるとする。

 このように考えると不安定となったときの応力は式（2・3）のσvをσと萄き・・C－2－S試

験体阿様温度上昇によるヤング率の低下を考慮すると次式により求められる。

・P（1＋e／k’）
σ≧ （2．9）

・O．85・A

 ．上二式にC－1山＾試験体に関する諸量を代入すると、σ≧25㎝Paを得る。なお、この計算に

おいてはガセットの剛性は無視した。左ころ一が、別途行なった高温引張試験に基づ．くと
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15ザCにおける降伏応力度は室温のそれの73％に低下することがわかっているので、不安

定となったときの試験体の降伏応力度は30㎝Pa（：O．73×41㎝Pa）であり、前述のσ：

25㎝Paは不安定となったときの試験体の降伏応力度の約80％に相当する。この違いは溶接

部を含む断面の温度上昇に伴なう熱応力の影響であると考えられる（畑Pe耐i里C参照）。

 圧縮荷重作用下で溶接したときの過渡的な応力分布の・一一例として、幅150㎜、板厚6㎜

の平板に一{試験体と同じように荷重軸に平行に溶接したときを想定したFEM解析によれ

ば、図一2．23に示したように断面の9割が降伏する場合があることが明らかとなってい

る。

 したがって、C－1一＾試験体は式（2．9）から得られた応力σ二25㎝Paに熱による応力が加

わり、温度上昇により低下した降伏応力度に達し、不安定となったものと推察される。

 ここで、 cタイプ試験体に作用応力を低減青’ることなくガセットあるいはリンクスティ

フナーを溶接する施1方法について考察する。作刷応力を低減することが町能であれば本

実験の結果を利用できるが、作鋼応力を低減しな1いという条件のもとでは、前述のCタイ

プ試験体についての考察を参考にすると、ガセットを溶接する場合には溶接熱によって降

伏点、ヤング率の低一下する領域を狭めることにより、不安定現象を防ぐことができる・もの

と推察される。したがって、降伏点、ヤング率の低下する領域が十分狭くなるように溶接

長を分割して施■すれば不安定理象を防ぐことができるものと思われる。また、リンクス

ティフナーを溶接する場合には、溶接部が断面欠損に相当するこ二とおよび溶接熱によって

降伏点、ヤング率の低下する領域が拡がることの両方を取り除くことにより、不安定現象

を防ぐことができるものと考えられる。したがって、降伏点、ヤング率の低下する領域を

十分狭くするためおよび断面欠損を少なくするために溶接長を分割して施工すれば不安定

理象を防ぐことができるものと思われる。

 【2］ 単体モデルを用いた実験にもとづく検証

 そこで、平板を用いて溶接長の違いが変形挙動に及ぼす影響について確認した。

 供試鋼材は板厚6㎜のSS41であり、その化学成分と機械的性質を表一2．6に示す。試験片

形状を図一2．9に示す。試験片に設けられた小径はクリップゲージ取付用治具を固定するた

めのものである。圧縮荷重下で溶接されるので、外荷重だけで不安走にならないようにつ

かみ具闇の距離を300mmとした。
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．表一一2．6 機械的埣質および化学成分

SS41．

機械的性質

降伏点
 岬a

340

引張強さ
 岬a

450

伸 び
％

29

化学或分   （％）

 C
X100

18

 S i

X100
 Mn
XlOO

63

 P
X1000

i6

 S
×1000

23一

表一2．7溶接条件

電流（＾）

200

電圧（v）

26

溶接速度（㎝／㎜in）

30

火熱量（j／㎝）

10400

表一2．8 試験条件

C1－3

C1－4

C1－5

溶接長
1 （㎜回）

  75
  38
  15

・Ho1es for
attachmentattachment n．L．＝15

睾

◎◎◎1
@  1   1◎◎◎

8コ  o

一◎◎◎

P1◎◎◎
甘

o

13Q 300． 130

一C－type s pec1men

図一2．9試験片形状

 溶接は板厚方向の温度養がな1くなるように溶け込みの深い炭酸ガスシーニルド溶接とし

た占溶接条件を表一2－7に、試験条件を表一2．8牢示す。

 実験は荷重制御で行われた。最初に所宰の荷重を負荷し、この荷重を保持したままで溶

接を行㌧．・、溶接開始から室温まで冷却し除荷するまでの変形をクリップゲージ．により測定

した。

 実験結果を図一2．10に示す。C1－3は溶接終了と同時に、C1－4は溶接終了」後約60秒経過し

たとき、作用姉重のもとで変形が大きくな1り、崩壊レた（不安定となった）。・溶接長が

15㎜であるC1－5では木安定にならず、室温に至るまで徐々に縮み変形が進行した。室温ま

で冷却したときの縮み変形は始端側で約0．1㎜、終端側で約O．2㎜であった。写真一2．1に

不安定となった試験片の一例を示す。したがって、板幅150㎜、板厚6㎜の平板に、σバ
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一
⊂
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8
祠 一1．0

言
．睾

O

∠ L（BuC，1ed）
τ

！

’

！

トMax．shr1nkage

   At room temperature

∠   After un1oading
0  15 38    75

 We1d1ength（mm）

150

図一2．10溶接長の違いが圧縮応力作用下の変形挙動に及ぼす影響

〃舳ψ
左鰍㌶
尻■  〃〃

写真一2．1 不安定となった後のCl－2試験片

140岬aの圧縮応力作用下で作用応力に直角方向に長さ38㎜以上の溶接を施す場合には、溶

接長を15㎜以下となるように分割して溶接する必要があると思われる。

 単体モデルを用いた実験結果・すなわち

 ・ 板幅150㎜、板厚6㎜の平板に、σ。・140岬aの圧縮応力作用下で作用応力に直角方

  向に長さ38㎜以上の溶接を施したときには不安定となったが、長さ15n■の溶接を施し

  たときには不安定とならなかった。それゆえ、板幅150㎜、板厚6■■の平板に、σ。・

2 9



  14㎝Paの圧縮応力作用下で作胴応力一に直角力向に長さ38㎜以上の溶接を行う場合に

  は、溶接長を15㎜以下となるように分割して溶接すれば溶接作業中の．安全性を確保で

  きる。

を木実験のパイプ試験体に適用すれば、不安定となった3種類の試験体について溶接長を

不安寧とならない程度に．分割し、ある区間の溶接が終一丁レた後、試験体が冷却するのを待

って、強度、剛性が十分回復してから次の溶接を行えば、荷重を低減することな1くガセッ

トあるいは Pングス．ティ・ブトを溶接することが可能下あると考えら帆前述のC－2・S

試験体を例とすれ．ぱ、σト10㎝眺作用下で則溶接線溶接後、特に休止暗闇を設けず肌溶接

線を約35㎜溶接したとき不安定となっているのであるから、則溶接線溶接後、休止暗闘を

設定し、試験体が十分冷却するのを待って強度、剛性が回復した後、肌溶接線を溶接すれ

ば荷重を低減することなく施工できるものと推察される。

2．3．2 溶接後の耐衛力

 ［1］ パイプ0柱の挙動

 ここでは、荷重作用下で溶接したときに作州荷重のもと・で変形が大きくならず、崩壊に

至らなかった（安定であった）試験．体の耐荷力試験結果について述べる。最初に、．溶接後

の変形と耐衛力について概説し・次に・B・Cタイプに分けてそれぞれの耐衛力を検討す

る。

 耐衛力試験には付加物を取り付けていないB－0－0試験体を追加し．た。

 応力作踊一ドで溶接したときに一不安軍にならなかった試験体について溶接後の変形をスキ

マゲージあるいはノギスを用いて測定した。測定結集を耐衛力と…緒に表一2．9に示す。表

巾の変位は、B－1およびC－1試験体につい」ては図一2．3に示す。に2と。2－2の平均、B－2およ

びC－2試験体については。－2と。－4の平均である。ここに示す耐衛力試験前の変形は溶接

前の試験体あ変形と溶接による変形の和でちり、へこみを王としたgまた、図一2．3に示す

変形の測定線aに沿った溶接後の変形の例を図一2．11に示す。

 作用応力の増加に伴い、変形の増加が明らかである。特に、管径の小さいCタイプ試験

体では変形の増加が著しい。また、管径が同じ場合にはガセットを溶接した場合より、リ

ンクスティフナーを溶接した場合のカが変形が大きい。これは荷重軸直角方向にリンクス

ティフナーが溶接されるので、断面内の溶接長が長いためである。
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表一2．9耐衛力試験前の変形と耐衛力

試験体番号 初期変形（㎜） 耐衛力（k㎜）

B－0－0 くO．1 1430
B－1－O O．5 1410
B－1一児 i．8 i400
B－1－Y 3．O 1450
B－2－0 ｝．4 1390
B－2一＾ 3．4 1370
B－2－Y 4．4 1420

C－1－0 1．？ 57

C－1－H 2．9 5S

・C－1－S 3．8 58
C－2－0 2．1 S0
C－2－H 6．1 50

∫n L

蔓

E
’ρ

⊆
o」

E
①

U
o
Q一

ω

O

   ！0．O

／

 ！
／

／＼

へ＼ぐトS

へ／   ＼

一1－0       ＼ 、・
        ＼
         ＼          ＼

    a＿1      a＿2      a＿3

図一2．11C－l tJP8試験体の溶接後の変形

 表一2．9によれば初期変形が極端に異なるC－2タイプ試験体には初期変形の影響によると

考えられる耐衛力の違いが認められるが・他の試験体では初期変形の大きさによらず耐衛

力はほぼ一定であり、有意な差は認められない。

 a） Bタイプ試験体

 Bタイプ試験体の耐衛力試験の荷重一変位曲線を図一2．12および2．13に示す。いずれの

試験体を比較しても有意差は認られず、i200kHで圧縮剛性が変化し、 1370～1価Ok”

で最大荷重を示している。偏心およびガセットあるいはリンクスティフナーの剛性を無視

すると、降伏荷重は一
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図一2．12B－1t”e試験体とB－0－0試験体の荷重一変位曲線 図一2．13B－2いpe試験体とB－0－O試験体の荷重一変位曲線



PY＝o一ゾA＝390×3836二1500kN （2．10）

で与えられる。ここにσザ39㎝PaはBタイプ試験体から切り出した試験片による引張試験

から得られたものである。付加物を取り付けていないB－O－O試験体の最大荷重もこの降伏

荷重を下回らているのは、原板の引張降伏応力度と部材の圧縮降伏応力度の違い、．製管の

過程で導入された残留応力の影響、バウシンガー効果などによるものと思われる。また、

ガセットあるいはリンクスティフナーを荷重下で溶接された試験体も、無負荷で溶接され

た試験体も新たに残留応力が導入されているにもかかわらず、その荷重一変位曲線は

B＋0試験体とほぼ等しい。したがって、）r・10．8，216．3φのパイプに・長さ200㎜のガセ

ットあるいは長さ230㎜のリンクスティフナーを応力作用下で溶接し、その部材の残留応

力分布が一部変わったとしても無応力下で溶接された部材の耐衛力に比べて、その耐衛力

は低下することはなく、付加物を取り付けられていない部材の耐衛力に比べても低下する

ことはないと考えられる。また、公称降伏応力度を用いたときの降伏荷重は920k”であ

り、これに対して各試験体は．1．5～1．6倍の耐衛力を有していた。

 b） Cタイプ試験体

 圧縮応力作用下で溶接したときに不安定とならなかった試験体の耐衛力試験の荷重二変

位曲線を図一2．14に示す。 C一タイプの耐衛力は溶接時の作用応力によらず約56k”セあ

り、腐意な差は認められない。不安定となったときの横たわみの方向は図一2．15のとおり

である。表一2．9および図一2．Hに示すように無負荷状態で溶接されたC＋O試験体におい

ても少なからざる変形を示して．いるが、荷重作崩下で溶接されたC一一HおよびC－1－S試験

体ではC－1－O試験体の約2倍の変形を示している。この大きな1変形のためにガセットの剛

性を考慮したときの弱軸まわりに横たわみ変形を示さなかったものと考えられる。

 このC－1タイプ試験体のペリー・ロバートソン公式による最大荷重を求め、考察する。

不安定となったときの横たわみの1方向の載荷前の変形量とは必ずしも一致しないが、試験

体の変形量の代表値として図一2．l1に示す㌍2点の変位を用いることにする。各試験体の

a－2点の変位は次のとおりであった。

   C－1－O試験体…  2．4㎜

   C－1－H試験体…  4．1㎜

   C11’S試験体…  5．O㎜

 部分的に補剛された柱であるが、ガセットの長さと部材の長さの比は約0．iであるの

で、以下においてはガセットの剛性は無視する。図一2．11より初期たわみ波形はほぼ三角

3 3
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波であるが、簡単のためにsim波であると仮定する（図一2■6参照）。すなわち、初期た

わみ波形を

   vo＝a・sin（πx／。1）                （2－ll）

とすると、一哉荷に伴う付加たわみ波形は

     P  a・sin（πx／1）
   v＝一X                                     （2．12）

     P直    1TP／Pe。

 ただし、 Pe ＝π2 EI．／12

となるので、荷重Pが作用したときの偏心量は次式となる。

   e＝V（，令V

      Pビ
    1＝     ・a・s1n（πx／1）                   （2．13）

     Pe－P

 このときの曲げモーメント分布は

         P・a・sin（πx／1）
   M竈p・e・二                        （2．14）
            1－P／Pe

であるので、試験体中央部（葛／H／2）一の縁応力がσ二〇一Yとなるときの平均圧縮応力度は

一一
?m一…一一（・・1．）一ボ∴∴÷）∴・一・1

                                     （2．15）

 ここに、（r。・P。／Aはオイラーの弾性座屈応力度

となる。この式をぺ1）一・ロバートソン公式と呼んでいる。したがって、σ＝σyで不安

定になると仮定すると、式（2．15）を用いて得られる平均圧縮応力度に断面積を掛けて最大

3 5一



荷重を求めることができる。

 C一一0試験体の場合、σゾ410岬a，A・355㎜～，k㌧11．1㎜，I・8g gOO㎜4，E主2．1X

1O州Pa，1宮1600㎜，a・2．4㎜，z／H／2・を代入し、ペリー・ロバートソン公式による最

大荷重を求めると61kNとなり、実験値（57㈹と比較的良い…一致を示している。実験値の

力が計算値よりわずかに．低い値を示しているが、これは残留応力の影響ではないかと考え

られ走。そこで、C－1－O，C－1－S試験体についてパイプ外面の残留応力を切断法により測定

レた、結榮を図一2．17に示す。こ1の図より、パイプ外面にはかな1り高い引張残留応力が存

在していることがわかる。この引張残留応力の反力である圧縮残留応力がパイプの内面に

存＝存し、この圧縮残留応力のために突撃値が計算値より低くなったものと推察される。

                  Seam

500
C－1－S＿＿＿一一

400

＿300 4。。。t
£

   、、、，引 1； 兎、、、、
  O

一100

一200

⊥
Gusset w1dth＝9n1m

 lTDこ153mm

図一2’ D1？C－1－0，C－1－S試験体の残留応力分布

 1苅様の力法によって求めたペリー・ロバートソン公式による最大荷重と実験における最

大荷重を表一2．。10に示す。この表からわかるようにC－1－O，C－1－HおよびC－1－S試験体に有

意藻は認められず、σ。雪100融Paの圧縮応力作用下で長さ150㎜のガセットを溶接した1／T

二g7．7，48．6φのパイプの耐衛力は無負荷で溶接されたパイプの耐衛力にほぼ等しいといえ

る。

 C－2タイプ試験体においては図一2．14に示すように最大荷重に約10kNの違いがあった。

横たわみの方向は図一2．15に示す方向であった。C－1タイプ試験体同様初期変形一の代表傾

としてa■3点を用い一ると、初期変形は、
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表一2．10実験における最大荷重とペリー・1コバートソン公式による最大荷重

試験体番号 実験値 （kN） 計算値 （k“）

C一一〇 57 61

C一一H 56 56
C－1－S 58 54
C－2－0 60 62
C－2－H 50 49

   C－2－0試験体…  2．2㎜

   C－2－H試験体・・一7．0㎜

であり、この初期変形の違いにより耐衛力に差が生じたものと考えられる。

 これらについてC一タイプ試験体同様ペリー・1コバードシン公式による最大荷重を求め

るとこ表一2．1Oに示すようにC一．2－0，C－2－H試験体に対してそれぞれ82k㎜，4舳㎜となり、

実験の最大荷重とよい対応を水している。この計算値においてもI3kHの違いがあり、これ

は初期変形すなわち圧縮応力作用下で溶接したことによる影響である。以上より、σ。・

8㎝Paの圧縮応力作用下でリンクスティフナーを溶接された1／ド97．7，48．6φのパイプの

耐衛力は無負荷状態で溶接されたパイプの耐衛力の約80％に低下するといえる。

 ［2］ 単体モデルを用いた検証

 ここで、圧縮荷重作用下で溶接された継手の残留応力について明らかにする。本実験に

用いたパイプには製管の過程で導入された残留応力がすでに存在しているめで、平板を用

いて圧縮荷重作用下で溶接された継手の残留応力について検討することにする。さらに、

機械的性質についても明らかにする。

 残留応力を求めるための実験の対象とした継手の種類は、圧縮荷重軸に垂直に溶接され

た㏄試験片であり、機械的性質を求めるための実験の対象とした継手はCC試験片と圧縮荷

重軸に平一行に溶接されたしC試験片の2種類である。試験片形状を図一2．18に示す。㏄試験

片では実験中に作用荷重のもとで変形が大きくなり、崩壊しないように（不安定にならな

いように） L50×50×4×280のアングルをクランプで固定して防護とした。また、LC

試験片では幅30㎜のフランジを設け、フランジを溶接した後SR処理を行った。材質はい

ずれの試験片もS舳岬であり、板厚は6㎜である。母材の機械的性質および化学成分を表

一2．11に示す。㏄試験片には深さ2㎜，幅5㎜，長さ1OO㎜の、LC試験片には深さ3㎜，

3 7
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表一2．11 機械的性質および化学成分

機械的性質 化学成分 （％）

降伏点 引張強さ 伸 び C Si Mn P S
HPa H一〕a ％ ×100 X100 ×1OO ×1OOO X1OOO

’

340 460 27 9 25 73 9 15

幅5皿聰，長さ250㎜の溝加工を施し、細径（2．Oφ）サブマージアーク溶接機で溶接した。

溶接条件を表一2．12に示す。

 応力の負荷条件は

 I 無負荷で溶接

 I1 無負荷で溶接後、許容圧縮応力度（140岬a，以下同じ）に等しい応力を負荷

 皿 許容圧縮応力度に等しい応力の作用下で溶接

 皿 無負荷で溶接後、許容圧縮応力度に等しい応力の作用下で溶接

の4種類である。㏄試験片は上記のIと㎜の2種類、LC試験片は上記の4種類について実

験した（表一2．一3）。応力の負荷は溶接中および溶接後室温に冷却するまで荷重を一・定に保

つ荷重制御で行い、室温まで冷却した後、除荷した。残観応力の測定は切断法で行った。

また、このようにレて作成した溶接継手から、降伏応力度、引張強さ、伸びを求めるため

に図一2．18に示すような平行部長さ80㎜，幅15㎜の引張試験片と、継手の靱性を求めるた

めに5X1Oのサブサイズ2㎜Vノッチシャルピー試験片3本を採取した。

 荷重軸方向の残留応力測定結果を図一2．19に示す。この図は表裏面の平均値である。こ

の一}より、圧縮応力作用下で溶接された継手の溶接ビード上の引張残留応力は無負荷で溶

接されたものと良く似たものとなっているが、ビード以外の部分の圧縮残留応力は無負荷

の場合に比べて平均で10㎝Pa程度減少していることがわかる。

表一2．12 溶接条件

電流（＾） 電圧（v） 溶接速度（㎝／固in）火熱量（j／㎝）

315 33 50 12500
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表一2．ユ3実験条件

負荷条件 I II ㎜ w

LC試験片O○○O
㏄試験片 ○

→・20U

㌧’ @一1－100

ω   G

墨 一100

…∵．一！1㎞
        ＼

       ト

プ下／
一200

ヘフ    ＼
            レー一
｛一   S」〕e⊂｛閉凹いパd亡h・20G川111

      CC sPocj1］len

図一2．19荷重軸方向の残留応力分布

 ここで、溶接ビードkの残留応力が作用応力の有無によらず類似していること、および

溶接ビード以外の部分の圧縮残高応力が緩和されることについて考察する。

 溶接線近傍の点の溶接線カ向に生じる過渡的熱応力は両端魎定の棒に生じる過渡的熱応

力にきわめて類似しセいるので、両端固定の棒を例にとり説明することにする。嗣端固定

棒が熱サイクルを受けたときの応力履歴の模式図を図一2．20に示す。熱応力は

（r 亡一瓦αθ （2．16）

 こ〕こ、亙はヤング率、αは綴膨張係数、θは温度

で表されるので、無応力下で溶接された場合（図一2．20（a））、温度の上昇と共に圧縮応力

が弾性的に増加する一カ、降伏応力度は低下するので、＾点において降伏する。ざらに温

度が増加しても降伏ゆ力度を維持し・岬に沿って移動する。そして・冷却過程に入ると圧

縮応力はBCに沿って弾性的に減少し、C点で引張応力になる。この引張応力は冷却と共に

さらに増加し、口点で引張降伏応力摩に達する。その後室温まで引張降伏応力度を保ち続

けるので、溶接ビードおよびその近傍の残留応力は引張降伏応力度となる。

 れ1縮衛霞一下での熱応力に’ついては、図一2．20（b）に添すような経路をたどるものと考えら

れる。式（2，16）より

4 0
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σ

θ二一 （2．17）

E・α

を得る。したがって、荷重が作用している状態を等価な温度に換算すると、圧縮荷重下に

あるということは図一2．20（b）の縦軸がOからO’へ移動することになり、圧縮荷重作用下で

の溶接においては溶接前の状態はSoに対応する。この状態で溶接されるとその応力履歴は

無負荷の場合同様、加熱，冷却に伴い、Sc蝸CDEFの経路をたどり、室温まで冷却したとき

の残留応力は引張降伏応力度となる。ここで圧縮の外荷重を除荷することは弾性体であれ

ば引張応力を増加させ、町に沿った挙動を示すことになるが、弾塑性体の場合には降伏

現象により降伏点を超える引張残留応力は消失し、降伏点に抑えられるので、mに沿った

挙動を示す。したがって、圧縮荷重作用下で溶接された継手のビードおよびその近傍の残

留応力は除荷後においても低減されることぽないが、引張残留応力の反力である圧縮残留

一応力が溶接ビードおよびその近傍の引張残留応力の消失分（図一2．20（b）の附）の総和を部

材の断面積で除した量に相当するだけ緩和されるものと考えられる。

次に、溶接による熱の伝導過程中の過渡的な応力挙動を求めるために有限要素法による

4 1



熱弾塑性解析を行った川。解析対象はLC試験片の応力の負荷条件Iと巫を想定したもの

であり、図一2．21に示す。対称性を考慮して1／4モデルについて解析した。

 熱弾塑性解析に先立ち、ポテンシャル法と呼ばれる数値解析法を用いて熱伝導解析を行

った。初幼温度としてビード部には150ポCの瞬間平面熱源を与え、他は20℃の室温とし

た。

 熱弾塑性解析一において；ヤング率、降伏応力度、線膨張係数あ温度依存性を図一2．22のよ

うに仮定した。ポアソン比は0－3、加工硬化係数はI．26X10叩Paとし、温度依存性はない

ものとした。

oo

「 ＼。、1。。二、。
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     ＾一一y

Th1ckness 6mm

図一2．21解析モデル
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 解析ケースは次の2種類とした。

 1）無応力下での溶接

 2） σ・一14㎝Pa作用下での溶接

 外力が加わるケース2）では、公称応力が許容応力度になるような荷重を作用させ、その

後、瞬間熱源を与えた。

一r3．3－2 載荷試験の結果および考察」の図一3．22に示すように引張荷重作用下で

溶接された場合についてここで行った解析と同様の解析を行い、その結果を実験結果と比

較したところ良い一一・数を示していたので、圧縮荷重作用下で溶接された場合の解析結・果を

以下に示し、熱応力および残留応力について考察する。

 火熱後46．5秒経過したときのザ30㎜の断面における温度分布と応力分布を図一2．28に示

す。この図より、熱源が投与されて」 ｩら46．5秒経過したときに、無負荷の場合には断面の

約3晩、圧縮荷重が作用した場合には約9晩が降伏していることがわかる。無負荷の場合

における弾性域を作用荷重に相当する量だけ圧縮側にシフトし、降伏応力度で頭打ちにす

ることを考慮すると、圧縮荷重が加わる場合にほぼ一一一致することから、荷重が加わる場合

の過渡的応力分布は熱による応力と作用荷重による応力の和であることがわかる。また、

作用荷重による応力が既知であれば、逆に、無負荷状態における溶接熱による熱応ヵを求

め、過渡状態における応力分布を推定することが可能であると思われる。

 図一2．24に温度変化に伴う応力履歴と室温まで冷却した後の残留応力分布を示す。いず

れの場合においてもビード部では剛性が回復し始める750℃までは応力の負担はなく、応

力を負担し始めてからは室温まで常に引張で降伏し続けている。

 ビードから十分離れた位置の応力履歴はビード部およびその近傍の応力の反力としての

挙動をよく示している。無負荷の場合には室温に冷却されるまでこの位置は降伏すること

はないが、圧縮荷重が加わる場合には圧繍で降伏することがわかる。外荷重の影響はこの

位置の応力履歴の拡がりにも現れている。

 最後に、，引張試験およびシャルピー衝撃試験の結果を図一2．25に示す。衝撃試験の結果

は3本の平均であ6。㏄試験片の引張試験に湖ナる破断位置はいずれの試験片においても

母材であった。図一2－25より明らかなように、いずれの試験片においても降伏点、引張強

さ、伸びにほとんど違いが認められない。シャルピー吸収エネルギーにおいてはLC試験片

の応力の負荷条俳㎜かI～狐に比べて高い値を示しているが、これは既存のビ＿ドの上に

4 3
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重ねて溶接した求めに溶接金属の組織が細粒化され、靱性が向上したものと考えられ孔

 以上、圧縮荷重作用下で溶接された平板を用いて残留応力および機械的性質を明らかに

した。すなわち

 ・ σ。・14㎝Paの柾縮応力作用下にある板幅150m、板厚6㎜の平板に作用車力に平行

  あるいは褒直に溶接した継手の引張残留応力は緩和されなかった。

 ・ σバ140HP6の圧縮応力作用下にある板幅150画㎜、板厚6㎜の平板に作用応力に平行

  に溶接したときの市EM解析によれば、過渡的な応力の再配分による降伏域は本研究

  の範囲で9割を超えることがあった。したがって、溶接部だけでなく未溶接部にも降
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図一2．25引張試験およびシャルピー衝撃試験結果

  伏域が存在することを考慮して部材の剛性を算定し、補修・補強溶接作業中および作

  薬後の安全を確保する必要がある。

   σパ14㎝Paの圧縮応力作用下にある板幅150㎜、板厚6㎜の平板に作用応力に平行

  あるいは裏庭に溶接した継手の降伏点、引張強さ、伸び、シャルピー吸収工．ネルギー

  は、無応力下で溶接したものと比べて特に劣化しなかった。

 これらの結果を本章で行ったパイプ柱に適用すると、残留応力については圧縮荷重作用

下で韓接後除荷したときの残留応力は・平板を用いて実験した結果と類似であると推察され

るが。実構造物では死荷重が作用したままであるので、図一2．24．に示した室温まで冷却し

た後の状態に類似しているものと考えられる。しかし、作業後の耐衛力には圧縮荷重作用

下で溶接した残留応力の影響は認られなかった。また、圧縮荷重作用下で溶接されたパイ

プ停のうち・溶接巾に不安定とならなかった試験体の継手の機械的性質は、無負荷で溶接

されたものに比べて特に劣化していないと思われる。
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2．4 まとめ

 216．3φと48．6φのパイプに圧縮応力作用下でガセットあるいはリンクスティラナーを

溶接し、炸薬中の安定を確かめ、作業中安定であったものについて、その後の耐衛力を求

めた。 216．3φのパイプは非弾性座届をする柱であり、48．6φのパイプは弾性座屈をする

柱であった。また、単体モデルを用いて溶接長の違いが作業中の変形挙動に及ぼす影響、

過渡的な＝応力状態、残留応力および機械的性質について検証した。結論は以下のとおりで

ある。

（I） 作業中の安定について

 （1）  216．3φのパイプではσ。・240回Pa（公称降伏応力度）以ドの圧縮応力が作用し

た状態で長さ200㎜のガセットあるいは長さ230㎜のリンクスティフナーを溶接すること

は可能であった。

 （2） 48．6φのパイプに長さ150㎜のガセットを溶接する場合、o一。・l00岬a（座屈託

体応力度）以下の圧縮応力が作用している状態では溶接可能であったが、o一一6㎝恥（基

本許容応力度）では溶接巾に作用荷重のもとで変形が大きくなり、崩壊した（不安定とな

った）。また、長さ50㎜のリンクスティフナーを溶接する際には。一。・8㎝P己以下では溶接

一可能であったが、σ。・10㎝Pa以。ヒでは溶接中に不安定となった。したがって、このような

場合には溶接長を分割して施二1二するあるいは作用荷重を低減する等の方法が必要である。

 （3） 太実験において溶接中に不安定となった試験体に対して、溶接部を断面欠損と

して取り一扱った解析、あるいは熱によるヤング率、降伏応力度の低下と溶接部を断面欠損

として取り扱うことの両方を考慮した解析を行い、一次近似としては妥当であることを示

した。

 （4） 単体モデルとして板幅150㎜、板厚6mhの平板を使用し、σ。・14㎝Paの圧縮応

力作用一下で作用応力に直角方向に長さ38㎜以上の溶接を施したときに試験片は不安定とな

ったが、長さ15㎜の溶接を施したときには不安定とならな1かった。それ故、板幅150㎜、

板厚6㎜の平板に、σ・・14㎝Paの圧縮応力作用下で作用応力に直角方向に長さ38㎜以上の

溶接を行う場合には、溶接長を15回㎜以下となるように分割して溶接すれば溶接作業中の安

全性を確保できると考えられる。
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（一王I） 作業後の耐衛力について

 （5）  216．3φのパイプでは最大4．4㎜の初期変形があ」ったにもかかわらず耐衛力に

有意差はなく、ほぼ素材の耐衛力に等しかった。したがらて、216．3φあバイブではσ。≡

240岬己以下の圧縮応力作用下で長芋200㎜以下のガセットあるいは長さ230㎜以下のリーン

グスティフナーを溶接したとしても無応力下で溶接されたパイプの耐衛力はもちろん素材

のパイプの耐衛力を下回・るこ一とは疎いといえる。

 （6） 48．6φのパイプでは．σ・・10㎝Pa以下で長さ150画㎜のガセットを溶接したパイプ

の耐衛力に掬急崖は．なく、無応力下で溶接されたパイプの耐衛力にほぼ箸しかった。ま。

た、σ・・80調Paで長さ50㎜のリンクスティフナーを溶接した試験体では無一応力下で溶接し

た試験体の耐衛力の約80％に低一下した。したがって、このような場合には、作用荷重・を低

減する、荷重作用下での溶接により生じた変形を矯正する等の手段を講じる必要があると

思われる。

 （7） 単体モデルとして板幅150㎜・、板厚6㎜の平板を使用し、σ。害14㎝Paの圧縮応

力作用下で作用応力に垂直に溶接したときの継手の引張残留応力は緩和されなかった。

 （8） σr■・玉40冊aの圧縮応力作用下にある板幅150㎜、板唐6㎜の平板に作用応力に

一平行に溶接したときのFEM解析によれば、過渡的な応力の再配分による降伏域は本研究

の範囲で9割を超えることがあった。したがって、溶接部だけ一でなく未溶接部にも降伏域

が存在することを考慮して部材の剛性筆算定し、補修・補強溶接作業中および作業後の安

全を確保する必要がある。

 （9） σ。二14㎝Paの圧縮応力作用下にある板幅150㎜、板厚6㎜の平板に作用応力に

平行あるいは重直に溶接した継手の降伏点、引張強さ、伸びニシャルピー吸収エネルギー

は、無応力下で溶接したものと比べて特に劣化しなかった。

実構造物は508φのパイプであり、以．下の理由、すなわち、

①．実構造物の溶接箇所は格点近傍であり、本実験で行なった部材中間の溶接施工は実

 施工よリ厳しい条件である。

9  218．3φのパイプは24㎝Paという公称降伏応力度作用下で溶接されたにもかかわら

 ず、無応力下で溶接されたものと比べて有意差は認られなかった。実構造物に作用し
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  ている応力は18㎝Pa以下の低応力である。

で安全であると判断し、施工を実施することにしている。
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．参湾3葺主 荷重一作用下にある
プレートガーダーの改造

3．1 はじめに

 鋼橋の損傷原因の一つに腐食がある。腐食の生じやすい個所は、支点まわりのエキスパ

ンションジョイント近傍や支承付近などであり、このような個所では錆の発生進行によ

り、板厚が減少．し、極端な場合としては写真一1．1に見られるようにウェブと下フランジを

継くすみ肉溶接の欠損に至る例もある。この例での原因は、床版の下面に遊離石灰のつら

らがあり、雨天でもないのに水滴が落ちていたことから、遊離’石灰’を伴なう漏水であると

されている。

 このような桁の補修を行なう時、その方法には、

  （ユ）腐食部分を切断し、丁形の新しい部材を鳥カボルトで接合する。

  …，  ＿〃＿       ＿〃＿     理地溶接する。

  （§） 一〃一     ドフランジだけを溶接し、切欠き桁に改造する。

などが考えられ、それぞれ一長…・・短あるが、③のカ法は支度まわりの改修を伴なう場合、

作業生瀞1が出来るので安全の確保に役立てることが出来るものならぱ、そのメリットは小

さくない。

 そこで、試験桁に荷重を負荷した状態で切欠き桁への改造を想定したガス切断、溶接な

ど一連の作業を施し、炸薬中の安全性、作業後の一残留変形を確認し、さらに耐衛力試験を

行なって、その可能性と実施する場合の留意点を検討した。

 また、改造作業を行う箇所は支点付近であり、作用曲げモ…メントの小さいところであ

るが、引張荷重を受ける箇所であるので、平板を賜いて引張荷重作用下で溶接し、変形挙

動、残留応力、機械的性質を確認した。
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3．2 実験カ法

一3．．2．1 試験桁および支持条件

 ここでは・実験に使崩した試験桁の形状・寸法ならびに試験桁の材質について卒べ・さ

らに実験に用いた支持治具について説明する。

 試験桁の形状、．寸法を図一3．1に示す。

 試験桁の材質は全てSS41で、実験後、熱影響をほとんど受けていないと考えられる上フ

ランジからJIS5号試験片を切り出して行った引張試験の結果を表一3．1に示す。

 この実験においては、布端から支点上を含む範囲にわたってウェブおよび下フランジを

切断するので図にホすような治具を用いて支持することとした。実権ではフルウエブの端

横桁で並列する桁と連結されているので、ほぼ等しい条体である。ただし、耐衛力試験の

時には支持拍奥ドよらず、支度を用いた。
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表一3．1引張試験の結果

機械的性質

降伏点 引張強さ 仲 び
 HPa   Hpa  ％

300 460 44

 1体の試験桁の両側の支点をそれぞれ別の条件で作業することとしたので、以後＾ある

いは8ノ｛ネ」レと日乎j二こととした。

3．2．2 実験条件および作業手順

 ここでは、最初に萄璽の負萄について述べ、次に実験においてガス蜘断される範囲およ

びガス切断とドフランジの取り付け順序の作業手順について述べる。

 荷重の負荷は、アムスラー型3000k㎜万能試験機を商い、荷重制御による3点曲げで行な

った。改造作菜中の荷重はいづれの場合にも400kNである。これは実橋におけるウェブの

せん断応力度に近い5㎝Paのせん断応力をウェブに生じさせるようにしたものである。

 桁の切欠き長さと蔦さは、＾パネルについては実橋におけるプロポーションにならっ

て、ト蝸0㎜，h、ヨニS5㎜とし、Bパネルについては道路橋における死活荷重比を考えて切

欠き端における下フランジの応力が100HPaとなるよう1ジ850m固，hb宮65㎜mとレた。

 ガス切断とドフランジの取付けの順序は、

  （茸） まず、ドフランジを分割して取付けた後、ガス切断した。

 しかし、一一一ド面が平滑でなく支承の取付けにおいて不具合が懸念されたので，

  ② いま一一・度、ガス切断した後、1枚のフランジを溶接レた。

 この時の桁の切欠き長さと高さは、＾、Bパネルそれぞれ1ぺ・440㎜，h。㌧100㎜、1パ

・720㎜，hぺ・100㎜とした。また．Bパネルの下フランジに一 ﾍ手元の材料の都合で6㎜の

鋼板を使崩した。一

 作業利願の詳細は、図一3．2および3．3を参考に、以下の通りである。

  ① 載 荷

  ② 下フランジの分割溶接取付け

  ③ 唖組補剛材の溶接取付け
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 ④ 孔 明

 ⑤ 蝪 断

 ⑥ 案温までの冷却を待って、除荷

これらの作業を＾、B両パネルについて繰りかえし実施した。

ついで、再度＾パネルについて

 （ユ） 載 荷

 ② 切 断（垂直補剛材の手前まで）

 ③ 一一ドフランジの溶接取付け

さらに荷重を除荷することなく、Bパネルについて

 ④ 切 断（垂直補剛材を越えて）

 （負） スリット付きフランジを割込み溶接
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 ⑥ 重直補剛材の溶接取付け（新旧両フランジ間）

 ⑦ 室温までの冷却を待って、除荷

ここれら・…連の改造作業を終って、耐衛力を求める載荷試験を行なった。
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3．3 実験結果および考察

3．3．1 作業中の挙動

 ［1］ プレートガーダーの挙動

 ここでは、最初に載荷点直下のたわみとウェブの面外変形の作業中の挙動を、次に作業

中の溶接熱の最高到達温度を示し、これらについて考察する。

 作業中における載荷点直下のたわみを図一3．4に、ウェブの面外変形を図一3．5に示す。こ

れらの図において横軸には作業順序をとり、略記号を用いて示してある。

 図一3．5において息パネルの板付け時．に＆パネルの変位が急増しているのは、作業中に誤

まって変位計に接触したか、補剛材をハンマ丁を用いてセットしたとき試験桁が移動した

ものではないかと思われる。また、Bパネルの面外変形が途中で不連続となっているの

は、当初Bパネル中央にセットしてあった変位計がBパネル2回目の作業において支障と

なる可能性があったので載荷点側へ275㎜移動したためである。

 図一3．4より次のことがわかる。

 ① 下フランジをさきに取り付け、その後ガス切断した場合、切断長さに．よる違いは認

  られるものの、載荷点直下のたわみの増加はたかだか1㎜程度である。

 ② このたわみの増加に占るガス切断の影響の割合いはごくわずかであり、また冷却に

ε8
ε

1≡1

七

84
ご

ξ

L；Loading（O一一40亡）

W；Welding
G；Gas cut・ting

C；Cooling
U；Unloading（40一一〇亡）

ApaneL  Bpane］ A ane！Bpane1
0

 LWGCUrWGCULGWGWCU
  Working sequence

図一3，4載荷点直下のたわみ・
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図一3．5 ウェブの面外変形

  より回復し、溶接終一’ア時の状態にほぼ等しくなる。

 ③ ガス切断をさきに行ないその後下フランジを溶接した場合、垂直補剛材を切断しな

  かった＾パネルでは終始安定した挙動を示し、たわみの増加もO．2㎜程度であった。

 ④ 垂直補剛材を切断したBパネルにおいてはウェブのガス切断時に荷重が400kHから

  360kNまで減少し、また垂直補剛材を越えた中央側の割込みフランジを溶接したとき

  にも荷重が減少した。これらにより3．5㎜のたわみの増加があった。

   これより重宝補剛材の寄与が大きいことがわかる。

 図一3，5によれば、ウェブの面外変形は全作業中にわたってせいぜい0．5㎜程度であった

ことがわかる。Bパネルのガス切断時などにおいてもほとんど一面外には変形していない。

 次に、作業中の溶接熱の温度分布を示し、ここれについて考察する。

 溶接およびガス切断を行った時の最高到達温度の…例を図一3．6に示す。

 補剛材溶接時g温度分布は水平および垂直補剛材の溶接による熱の和であるので補剛材

および上フランジで囲まれたパネルの等温線は水平および垂直補剛材の］一ナーにむかっ

て凸な曲線となっている。下フランジ溶接時の温度分布はガス切断および溶接による熱の

和であるが、補剛材溶接とガス切断を比較するとガス切断による熱の拡がりに比べて溶接

によるそれの方が大きいので、この最高到達温度は溶接によるものである。

 この図・より次のことがわかる。

 ① ガス切断による熱の拡がりは1OザCの温度ペイントが溶けるのが、たかだか50mの

  範囲であった。
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図一3．6 ウェブの最高到達温度（＾パネル）

 ② 溶接による熱の拡がりも、 19m以上になったのは100㎜程度であった。

 従って、温度1こよる降伏点、ヤング率の低下する領域は溶接線のごく近傍に限られるの

で、詳細な検討を省略しても安全性を損なうことは少ないと考えられる。

 ガス切断、溶接などの加熱加工が終ったあと荷重を保持したまま約2時間放置し、室温

まで冷却するのを待って、除荷する前に新たに取付けた下フランジの下面にひずみゲージ

を貼付した。これによって測定した除荷過程における下フランジ下面の応力は、載荷試験

におけるものとともに図一3．13に示した。
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 ［2］ 単体モデルを用いた実験にもとづく検証

 ここで、引張荷重作用下の部材に溶接を施したときの基礎資料を得るため、引張荷重作

用下にある平板に溶接を施し、その変形挙動を検討することにする。

 供試鋼材は．板厚6mのSS“であり、その化学成分と機械的性質を表一3．2に示す。実験は

2回に分けて行われたので、供試鋼材は2種類となった。試験片形状を図一3．7に示す。Q－

TJpe試験片にはa材、P－TSpe試験片にはb材を使用した。各試験片に設けられた小径はク

リップゲージ取付用治奥を固定するためのものである。Q－丁叩ε試験片の一部には図中に示

すような溝加工を施した；これらの試験片は引張荷重下において溶接されるので、作業生

閥を大きくするためにつかみ具闘の距離を490㎜mとした。

 溶接は板厚方向の温度差がなくなるように溶け込みの深い炭酸ガスシールド溶接とし

た。溶接条件は表一3．3に示す2種類とした。試験条件を表一3．4示す。

 P1シリーズは作用応力の大きさの違いが変形に及ぼす影響について検討しようとするも

のである。したがって、溶接長は一・・足とし、溶接は板幅全長にわたって一度に施工した。

溶接条件は1）である。

 Q1シリーズは溶接長の違いが変形に及ぼす影響を調べようとするものである。Q1－6には

溝川丁を施さなかった。溶接条件は1）である。

 Q2シリーズはQ1シ1）一ズと同じ状態を想定したものであるが、溶接条俳2）で溶接し、溶

接条件の違いが変形に及ぼす影響を調べようとするものである。Q2－6にも溝加工は施さな

かった。

 実験は荷重制御で行った。最初に所定の荷重を負荷し、この荷重を保持したままで溶接

を行い、溶接開始から室温まで冷却し除荷するまでの変形をクリップゲージにより測定し

た。溶接条件2）ではビ…ドのたれ落ち、裏面へのアークの突抜けが生じたので、溶接部直

下および溶接部裏面にフラックステープバッキングを貼ってこれらを防止した。

表一3．2機械的性質および化学成分

機械的性質 化学成分  （％）

降伏点@HPa
引張強さ
@HPa

伸 び

@％
 C
w100

 Si
w100

 Mn
w1OO

 P
w1000

 S
w1OOO

SS41－a 340 480 28 16 1 48 12 14

SS41－b 340 450 29 18 5 63 16 23
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表一3．3

試験片形状

溶接条件

1）

2）

電流（＾）

200

170

電圧（V）

26

25

溶接速度（㎝／min）

30

15

火熱量（』／㎝）

10400

17000

表一3．4 試験条件

試験片流け 作川応力 締．接艮 鋼材 溶接条俳
σ皿 （wo） 1 （㎜）

Pl－O ’O 150 1〕 1）

P1一一 70 150 b 1）

P1－2 MO 150 b 1〕

1〕1－3 210 150 1］ 1）

Q二一〇 O 200 o 1）

Ql－1 140 iO a 1）

Q1－2 140 50 日
1）

Q一一3 140 100 a 1）

Q1－4 140 150 日
1）

Ql－5 MO 200 a 1）

Q1－6 MO 200一 a 1）

Q2－O o 200 日 2）

Q2一一 140 10 a 2）

Q2－2 i40 50 a 2）

q2－3 140 100 a 2）

q2－4 140 150 日 2）

q2－5 i40 200 a 2）

Q2－6 一40 200 日
2）
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引張作用応力」の・大きさの違いが変形挙動に及ぼす影響

 P1シ’リーズの結果を図一3．8に添す。図において横軸の時闘は溶接アークスタート後の時

間である。Star七sideおよびEnd si加はそれぞれ溶接始終端側に取り付けたクリップゲー

ジから得られたデータを表わしている。R．T、およびu．T．はそれぞれ室温まで冷却した後お

よび除荷後を示す。一

 荷重作用下で溶接されたP1一，2の変形挙動の傾向は無負荷で溶接されたP1－0と似ている

が、その変形量には著しい違いが認められる。この違いは溶接熱により材料の強度、剛性

が低下レている継手部に引張荷重が作用したためである。また、作用応力の大きさの違い

による影響も明らかである。P1－2ではP1一の2倍あ応力が作用していたので、継手部に大

きな塑性変形が生じたものと思われる。P1一および2ではP1－Oと異なり、溶接終了時に終

端側の変形が始端側より大きくなっている。これも熱による材料の強度、剛性の低下と作

用応力の相乗効果であると考えられる。P1－2では溶接終了直前に終端側に約30㎜の割れを
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芹z r㌧／チ納付

写奥一3．1溶接ビード終端に生じた割れ

⑯ ．03

如
｛一。一・．

    ～月一、5 σε2／枇“2

写真一3．2破断後のPト3試験片

生じた（写真’3－1）。この割れはビード中央部に位置し、板厚を貫通する縦割れであり、

高温における延性破断であると思われる。

 円一3は写真一3．2に示すように溶接開始後約20秒経過したとき破断した。このときの溶接

長は約100㎜てあっ走。始端側の溶接中心線から7．5㎜の位置における破断したときの温

度は約400℃であった。溶接部近傍の温度勾配は急激であるので、溶接部はさらに高温で

ある。したがって、溶接熱により溶接部の剛性が低下あるいは喪失したために負荷荷重が

人溶接部に作用し、延性破断したものと考えられる。

 以上より、ステージング等を用いて作用応力を7㎝Pa以下に軽減すれば、板幅150㎜、

板厚6㎜の平板に板幅全長にわたって一度に溶接することが’可能であると言える。

 Q1およびQ2シリーズの変形挙動はPlシリーズと類似の傾向を示していたので、91および

Q2シリーズの各試験片の最大伸び変位、室温まで冷却後の変位および除荷後の変位につい

て整理し、図一3．9および3．10に示す。溶接長150㎜以上では最大変形時に終端側は始端

側の2倍以上の変位を示したが、図においては始端側と終端側の平均値で表示した。

 図一3．9より、溶接長が長くなるにつれて各時期における変形が大きくなることがわか

る。特に、溶接長が150㎜を越えると変形は急激に増加している。溶接長が100㎜以下で

は変形も微小であり、室温まで冷却した後の残留変位は溶接長によらずほぼ一一定である。

溝加工を施し、全幅にわたって溶接されたQ1－5ではP1－3と同種の割れが生じた。図中では
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図一3．9溶接長の違いが引張応力作用下の変形挙動に及ぼす影響（Q1シリーズ）

黒ぬき記号で示す。一一カ、溝川二Ilを施さなかったQ1－6では割れも生じなかったうえ、各時

期における変、形もQ1－5より少ない。Q1－5では溝加工を施したことによって溶接部を含む断

面に作用する応力が高くなったためで．あると考えられる。

 図一3．1Oより、火熱量の大きいQ2シリーズにおいてもQ1シリーズと同様の傾向が認めら

れ、溶接長が150㎜以上と1OO㎜以下に大別できる。しかし、溶接長が100㎜の最大変位

についてQ1とQ2を比較すると、Q2はQ1の約2備の変位を示している。これは火熱量が異な

るためである。溶接速度が速い方（Q1シリーズ）が溶接部全長を竿く高温にするため、変

形は大きくなると一般には考えがちであるが、変形は溶接速度の遅いQ2シリーズの方が大

きかった。したがって、溶接速度が速く火熱量の小さい場合より、溶接速度が遅く火熱量

の大きい場合の方が変形は大きいといえる。Q2－5および6ではQ1－5同様割れを生じた。そ

の長さはQ2－5で約75㎜、Q2－6で約20㎜であった。溶接部を含む断面に作用する応力の違い

がこの長さの違いにな1ったものと思われる。Q1シリーズも含めて考えると火熱量もこの割

れに影響を及ぼすといえる。

 以上より、σ。・14㎝Paの引張応力作用下で板幅200㎞n、板厚6㎜の平板に溶接長が150

㎜以上の溶接を施す場合には、溶接区間を溶接長が100㎜以下となるように分割し、剛

性、強度が十分回復してから次の溶接を行うことが必要であると言える。

 また、応力作用下での溶接が変形に及ぼす影響には種々の因子が考えられるが、溶接速

度が速く火熱量が小さい場合より溶接速度が遅く火熱量が大きい場合の方が変形が大きか
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図一3．1O溶接長の違いが引張応力作用下の変形挙動に及ぼす影響（Q2シリーズ）

った。

 これまでの単体モテ生を用．いた実験結果、すなわち

 ・ σ11言140岬aの引張応力作用下で板幅150㎜、板厚6㎜の平板に板幅全長にわたって

  一一・度に溶接しようとする場合には、ステージング等を用いて作用応力を7㎝Pa以下に

  軽減することが必要であると言える。

 ・ （r－4㎝Paの引張応力作用一下で板幅200㎜、板厚6㎜の平板に溶接長が150㎜以上

  の溶接を施す場合には、溶接区間を溶接長が100㎜以下となるように分割し、剛性、・

  強度が十分回復してか。ら．次の溶接を行うことが必要であると言える。

 ・ 応力作用下での溶接が変形に及ぼす影響には種々の因子が考えられるが、溶接速度

  が速く火熱量が小さい場合より溶接速度が遅く火熱量が大きい場合の方が変形が大き

  かった。

を参考にすると、実施工における溶接は手溶接であり火熱量が低いこと、さらに棒継ぎに

時間を要するので実際には分割して溶接している状態に近いと考えら．れることなどの理由

から作業中の安全性を確保できるものと思われる。
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3．3．2 載荷試験の結果および考察

 ［1］ プレー一トガーダーの拳勤

 すべての改造作業が終わった後、この切欠き桁の耐衛力を求めるため載荷試験を行っ

た。その結果を示し、新たに取付けられた下フランジの応力について考察する。

 桁中央のたわみを図一3．liに、ム、B両パネルの中央の面外変形を図一3．ユ2に示す。

 図一3・11に辛いて約500kNで．曲げ剛性が変化しているのが認められるが・この時桁中央

の下フランジの縁応力は35㎝Paに達しており、すでに降伏していたものと推察される。こ

の桁の耐衛力は650kHで、崩壊は写真二3．3に見られるように載荷点に設けた支圧板の岡端

に隣接する上フランジの局部座屈であった。

 ウェブの箇外変形は最高荷重に達するまでほとんど生じていない。最高荷重時のせん断

応力度も表嚢・平均した値で82HPa程度であり、図一3・12に児られる最高荷重付近における

ウェブの面外変形はフランジの局部座屈に伴うものと考えられる。

 切欠き桁に改造した個所は、曲げモーメントが小さかったため、試験桁の耐衛力を支配

するものではなかった。．

 なお、この試験桁を遵路橋示カ書22）によって照査すると、桁の横倒れから決まる上フ

ランジの許容応力によって、許容荷重は220kHとなる。この桁の耐衛力650kHは220kNに

対しては3．一0倍である。

 600

書
メ）4（）O

勺
雪

一200

＼

 10       20

   De f l ec t ion （mm）

図一3．11桁中央のたわみ

30
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 載荷試験における新たに取付けた下フランジ下面の応力を、改造作業の除荷過程におけ

るものとともに、図一3．13に示す。

一これらの図においては・びず今ゲージの貼付時・すなわち・除荷前の・…臓耳時を応

力の原点として表示した。点線は初等はり理論によるものであるが、次に詳細に検討する

ように、良い一一・一致を示している。

 z
 よ
刀）
何

3
    ／
600
  ／
   ＼・、・ヒ、、，、1仁1、ビ。、、

3（〕o

一旦00       ＿50   0    5d
Strcss （MPa）

1（jG

図一3．13改造後除荷過程および載荷試験における＾パネル下フランジの応力

 切欠かれた桁の応力は、＾パネルのひずみゲージ貼付断面を例にとると図一3，14に示す

ように変化するものと推定される。

 S七age I： 原断面

      死荷重が原断面に作用することを想定する。

 Stage II： ガス切断

      除去された断面が分担していた応力が再配分される。

 Stage皿： 一一ドフランジの取付け

      応力は変化しない。

      単に取付けただけの下フランジには伸縮がなく、ひずみを生じないから応力

      を発生せず断面に寄与できない。

      これは合成桁においてコンクリート断面が合成前死荷重に寄与できないのと
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図一3．14＾パネルゲージ貼付け断面における応力の変化（岬a）

S七age W：

S圭a9εV：

1司じである。

 除 荷

負の荷重の載荷とみなされ、下フランジを含む断面で負担される。

これは合成桁における合成後死荷重あるいは活荷重と同じ一である。

臥3．13に示されている応力は除荷による変化量であり、一4州Paの計算値と

良い一致を示している。

 載荷試験

ここでは650k㎜載荷時を示す。

Stage Wの合計応力に650kHの荷重による応力が加算されると考えることも

出来るが、ここでは650k㎜の内400k㎜は除荷時の負の荷重を当初の載荷状態

まで戻す荷重、250Wを当初作用していた死荷重相当分に加算される活荷重

棚当分とレて図示した。
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 ［2］ 単体モデルを用いた検証

 ここで、このように荷重作用下で溶接された継手の残留応力および機械的性質を求め

る。本実験において改造された箇所は引張荷重を受ける箇所であるので、引張荷重作用下

にある平板に溶接を施し、その残留応力ならびに機械的性質を求め、これらについて検討

することにする。

 残留応力ならびに機械的性質を求めるための実験の対象とした継手の種類は、引張荷重

勧に平行に溶接されたしT試験片と引張荷重軸に垂直に溶接されたCT試験片の2種類であ

る。試験片形状を図一3．15に示す。材質はLT試験片がSS41，CT試験片がSH41Bであり、板

厚はいずれも6㎜である。母材の機械的性質および化学成分を表一3．5に示す。LT試験片の

残留応力測定用試験片は溝なレのビードオンプレートとしたが、LT試験片の機械的性質測

定用試験片には深さ3㎜，幅5㎜，長さ250㎜、CT試験片の残留応力測定用および機械的

性質測定用試験片には深さ2㎜，幅5㎜，長さ1OO㎜の溝加工を施し、細径（2．Oφ）サブ

マージアーク溶接機で溶接した。溶接条件を表一3．6に示す。

 応力の負荷条俳は

 I 無負荷で溶接

II 無負荷で溶接後、許容引張応力度（14㎝Pa，以下同じ）に等しい応力を負荷

m 許容引張応力度に等しい応力の作用下で溶接

皿 無負荷で溶接後、許容引張応力度に等レい応力の作用下で溶接

V 25㎝Paの引張応力の作用下で溶接

の5種類である。LT試験片は上記の5種類、CT試験片は上記のIと皿の2種類について実

験した（表一3．7）。応力の負荷は溶接中および溶接後室温に冷却するまで荷重を一定に保

つ荷重制御で行い、室温まで冷却した後、除荷した。残留応力の測定は切断法で行．った。

また・このようにして作成した溶接継子から・降伏応力度・引張強さ・伸び・を求めるため

に一}一3・15に示すような平行部長さ80㎜，幅15㎜の引張試験片と、継手の靭性を求めるた

めに5X10のサブ．サイズ2㎜Vノッチシャルピー試験片き木を採取した。

 荷重軸方向の．残留応力測定結果を図一3．16に示す。CT試験片は表裏面の平均値である。

LT試験片の応力の負荷条件Iがビード上でかなり高い値を示しているのは、溶接金属が

50㎝Pa級の材料であること、また、溝なしのビードオンプレートであるので無負荷で溶接

された場合、曲げ変形が負荷条件II～Vに比べて大きいことなどのためであると考えられ

る。この曲げ変形の影響は引張負荷が与えられた状態で溶接された負荷条件皿において表
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表一3．5 機械的性質および化学成分

「 機械的性質 化学成分  （％）

降伏点
@”Pa

引張強さ
@㎜〕a

伸 び
@％

 C
w1OO

 Si
wlOO

 Mn
w100

 P
~1000

 S
~1OOO

LT試験片 250 480 33 10 IO 100 20 10

CT試験片 340 460 27 9 25 ？3 9 15

表一3．6溶接条件

LT試験片

CT試験片

電流（＾）

390

315

電圧（v）

44

33

溶接速度（㎝！㎜in）

50

50

火熱量（』！㎝）

20600

12500

表一3．7実験条件

負荷条件

LT試験片

CT試験片

I

○

○

II

O

皿

O

w

O ○

一‘o｛〕

lUU

20U

lOO

■

一1UU

一20U

一’?t

  口〃
  ／．．

！卿
’1）

    L
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 リ∫
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図一3．16荷重軸方向の残留応力分布
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裏の差が少ないことからもわかる。表琴を平均してみると溶接中あるいは溶接後に引張負

荷を与えた負荷条件II～Vのビードおよびその近傍の引張残留応力は、負荷条件Iに比べ

てその負荷応力14㎝Paあるいは25㎝Paだけピークが低下レている。また、ビードから離れ

た位置の圧縮残留応力も引張残留応力の緩和分の総和を試験片の断面積で除した量に相当

するだけ減少している。

 作用応力に垂直に溶接されたCT試験片においても、引張応力作用下で溶接された継手の

引張残留応力は作用応力相当分だけ緩和さ一れ、圧縮残留応力も引張残留応力の緩和分の総

和を試験片の断再積で除した量に相当する分だけ減少しセいる。

 ここで、溶接ビード上の残留応力が作用応力相当分だけ緩和されることおよびビードか

ら離れた・位置の圧縮残留応力も減少することについて考察する。

 溶接線近傍の点の溶接線方向に生じる過渡的熱応力は岡端固定の榛に生じる過渡的熱応

力にきわめて類似しているので、簡端固定の棒を例にとり説明することにする。岡端固定

棒が熱サイクルを受けたとき一 ﾌ応力履歴あ模式図を図一3．17に示す。熱応力は第2章にお

いても示した幸うに

σ  コー亘似θ （3．1）

  ドE σY＝σYO（1一βθ）
     D
切YO   （舳I）十σYO
      ’＼
         、、

o                    o

ω一 Z      C     ω01
3    T・・p・ザ曇
お     ．。t。。。一
しつ                         し（

           θ

          B

’σx0 一一’A         iσYO

   （a川tho・t1oad  （b）W1thten．1oad

      図一3．17応力履歴の模式図
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ここに、Eはヤング率、αは線膨張係数、θは温度

で表されるので、無応力下で溶接された場合（図一3．17（a））、温度の上昇と共に圧縮応力

が弾性的に増加する一方、降伏応力度は低下するので、＾点において降伏する。さらに温

度が増カ属しても降伏応力度を維持レ、畑に沿って移動する。そして、冷却過程に入ると圧

縮応力はBCに沿って弾性的に減少し、C点で引張応力になる。この引張応力は冷却と共に

さらに増加し、D点で引張降伏応力度に達する。その後室温まで引張降伏応力度を保ち続

けるので、溶接ビードおよびその近傍の残留応力は引張降伏応力度となる。

 引張荷重作用下での溶接により生じる熱応力については図一3．17（b）に示すような経路を

たどるものと考えられる。

 第2章と同様に、式（3，1）より

    〇一
θ＝1一一一・一

   亙・α

（3．2）

を得る。したがって、荷重が作用している状態を等価な温度に換算すると、引張荷重下に

あるということは図一3．17（b）の縦軸がOからO’に移動することになり、溶接前の状態はST

に対応する。00’の移動の一つの目安として、o’刈4㎝Pa作用下であるとすると、E・2．1

X10州Pa，昨1．05×10『5 ℃…を式（3．2）に代入し、θ・一附Cを得る。この状態で溶接

されるとその応力履歴は無負荷での溶接と同様の経路S－0蝸㎝唖をたどり、室温まで冷却

したときの残留応力は引張降伏応力度となる。ここで除荷すると引張降伏応力度に等しい

残留応力は弾性的に減少し、STOに平行にG点に達する。したがって、引張荷重作用下で

溶接された継手のビードおよびその近傍の残留応力舛除荷後負荷応力相当分だけ緩和さ

れ、引張残留応力の反力である圧縮残留応力も溶接ビードおよびその近傍のその引張応力

の緩和分（図一3－i7（b）のm）の総和を部材の断面積で除した量に相当するだけ低減される

ものと考えられる。

 次に、溶接による熱の伝導過程中の過渡的な応力挙動を求めるために有眼要素法による

熱弾塑性解析を行った川。解析対象は前述のLT試験片の応力の負荷条件Iと皿を想定し

たものであり、図一3．18に示す。対称性を考慮して1／4モデルについて解析した。

 熱弾塑性解析に先立ち、ポテンシャル法と呼ばれる数値解析法を用いて熱伝導解析を行
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            図一3．19入力データの温度依存性

った。初期温度としてビード部には1500℃の瞬開平岡熱源を与え・’他は20℃の室温とし

た。

 熱弾塑性解析においてヤング率・降伏応力度・線膨張係数の温度隼存性を図・3・19のよ

うに仮定した。ポアソン比はO．3、加工硬化係数は1．2SX103目Paとし、温度依存性はない

ものとした。

 解析去一スは次の2種類とした。

                  ．7 4

oo

「
いト

＼訟。。。ω ’｛｛
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 1）無応力一下での溶接

 2） σ二14㎝Pa作用下での溶接

 外力が加わるケース2）では公称応力が許容応力度になるような荷重を作用させ、その

後、瞬間熱源．を与えた。

 解析結果を以下に示し、熱応力および残留応力について考察する。

 ザ30㎜の断面における火熱後6．4秒経過したときの温度分布と応力分布を図一3．20に示

す。

 この国より、熱源が投与されてから6．4秒経過したときに引張荷重が作用した癌含には

断面の約85％、無負荷の場合には約30％が降伏しており、引張荷重が作用した場合には無

負荷の場合に比べて降伏域の広が」りが大きいことがわかる。無負荷の場合における弾性域
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図一3．20火熱後。6．4秒経過したときの温度分布と応力分布
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を作用荷重に相当する量だけ引張側にシフトし、降伏応力度で頭打ちにすることを考慮す

ると、引張荷重が加わる場合にほぼ…致することから、箪重が加わる場合の過渡的応力分

布は熱による応力と作用荷重による応力の和であることがわかる。また、作用荷重による

応力が既知であれば、逆に、無負荷状態における溶接熱による熱応力を求め、過渡状態に

おける応力分布を推定することが可能であると思われる。

 図一3．21に温度変化に伴う応力履歴と、室温まセ冷却した後の残留応力分布ならびに除

荷後の残留応力分布を示す。いずれの場合においてもビード部では剛性が回復し始める

750．Cまで応力の負担はなく・、応力を負担し始めてからは室温まで常に引張で降伏し続け

ている。弓1張荷重が加わる場合については除荷過程についても解析した。一 ｻの結果によれ

ば、除荷によリ作用応力に相当する応力が減少し、ビード部ではおよそ12㎝Paとなった。一

 塁・14mの位置の応力履歴は図一3．I7に示した挙動に良く…一致し、引張荷重が加わる場合

には無負荷の場合の縦軸が低温側へ移動している。

 ビードから十分離れた位置の応力履歴はビード部およびその近傍の応力の反力としての

挙動をよく示している。無負荷の場合には室温に冷却されるまでこの位置は降伏すること

はないが、引張荷重が加わる場合には室温まで冷却される過塵で引張で降伏することがわ

かる。

 ケーま1）と2）についてザ30mの断面における荷重軸方向の残留応力分布を実験結果と合

わせて断3．22に示す。なお、実験結果はLT試験片の応力の負荷条件Iと皿に関するもの

であり、表面は溶接金属の影響が著しいので裏面のデータを使用した。外力の有無によら

ず、解析結果は実験結果と良い…教を示しており、今回の解析の妥一 鱒ｫを表していると思

われる。σ・140岬a作用下での残留応力は除荷の前後において分布形状に違いは認められ

ず、ほぼ一一・様に作用応力綱当分だけ残留応力が低減している。これは先に考察したように

引張で降伏した領域も除荷の場合には弾性挙動を示すためである。しかし、この除荷は実

験において行われ喬作業であって、実構造物では死荷重が作用したままであるので、溶様

残留応力は図一3122（b）の除荷前の分布に近いもの一であると考えられる。特に、全荷重に占

める死荷重の割合が大きいと言われている道1路橋においては残留応力分布は除荷前の状態

に類似しているものと思われる。

 最後に、引張試験およびシャルピー衝撃試験の結果を図一3．23に示す。衝撃試験の結果

は3本の平均である。CT試験片の引張試験における破断位置はいずれの試験片に苧いても

母材であった。図一3．23より明らかなように、いずれの試験片においても降伏点、引張強

7 6



300

200

 £1
ω：…：

ω
」

一Ur300

200

01x＝2mm
O：X＝Omm
△lx：10㎜1

◇1X＝τ4mm

x：x＝18mm

▽：x＝22．5mm

＋：x＝27．5rrn

ぐ1x官35mm
〉lx＝47．5mm

●lx・65mm

£10Q

3 0
乞

〕『

一100

一200

一300

20 40  60

100

∴＼
＼ 廿

750

ポ

十＾一’’’．       rom
       erlmm）

       ’       ’        一100

、一
 一200

500 Tem

                      ㌧、Y‘e－id str∈ss

一〕竃言、二言、二、、二、∴一一一一

ure
（。C）

3C0

200

？100
1…ミ

念 o
o」

し
一
ω

’100

一200

一300

oo一

ω茗＝

ﾖ 〕
シ

un1oadうngr二
@       ／ω

O：x＝2mm ▽l x＝22．5mm
Before 300 口1X＝6mnl 十1x＝2ア．5mm

“、！1』旦μ一
△1x＝10mm く1x・35mm

’＾  …  一  一  ←  山  一

㌣二
’ナー一‘ o

＼
◇：x＝14mm ）1x二47．5mn1

’’一一I

@中@  一

ザ 二
’    ＾

?  一
x：x＝18丁㎜ ●1x・65㎜

＼ ÷

．    ＾

一、ニニ 二二
＾

 ’   ’   一
f  ’  一  一

@ 一   ’

20 o 0
一

’
D｛St舳Ce from e己d center

官
50 500 Temp一 ure

一科
（。C〕

一100
吐

After un1oad柵g ＼
’

．

一200

Y『e1d Str目5S

一300

（b－1） Res何ua1 StreSS （b－2） Stress h1stoh eS w1th temperature
dうstrlbut1ons

図一3．21温度変化に伴う応力履歴

7 7



 300

 2（）0

？
巴 ！0（〕

6
○つ

ω  O①

七

U。＿100

 －200

 －300

＼  ．
  Experimentaユ resu／亡s

“＿．一
  ＼        bead center （mm）一

20

Ana1vtical

 ＼4（）    60
 ＼

   ＼、。、、1。、柾一仕刀

（a）wi亡h（〕ut1（）ad

 300

 200

？
～ 川（〕
ズ

ω  O
㏄
ヨ

ポユ．（1〕O

 －20ρ

 一300

        Analy亡ical resU！ts
σひ肘㌦！ （M・一／舳・・）

＼

         只㌧＼、、、、、一、ビ、、＿1

    2（〕  4（〕＼ 一6（〕 b・・ポ1・・… （㎜）

         ／A・1小亡i・・／・・舳1亡・

  （Af・・… ！・）・dhg） 一＼

             ＼
             b一一一口
           ／ Expビrimen亡aユres11．！仁s

  （b）附仁h仁・n・i」．e1・ad

図一3．22荷重軸カ向の残留応力分布

さ、伸び、シャニレビー吸収エネルギーにほとんど違いが認められない。

 以上の引張荷重作用下で溶接された継手の残留応力ならびに機械的性質に関する検討結

果、すなわち

 ・ σ。斗4㎝Paあるいは25㎝Paの引張牢力作用†にある板幅150㎜、板厚舳皿の平板に

  作用応力に平行あるいは垂直に溶接された継手の引張残麟応力は、除荷により作用応

  力神当分だけ緩和され・圧縮残留応力も引張残留応力の緩和分の筆和を試験片の断面

  積で除した量に相当する・だけ減少した。しかし、実構造由では、この緩和は期待でき

  ないものと考えられる。
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図一3．23引張試験およびシャルピー衝撃試験．結果

 ・ o■。・亘4州Paの引張応力作用一下にある板幅150㎜、板厚．6㎜の平板に作用応力に平行

  に溶接した場合の・F瓦M解析によれば、過渡的な1応力の再配分による降伏域は本研究

  の範囲で8割を超える場合があった。これは補修・補強溶接作業中あるいは作業後常

  温まで冷却する閥に変形が増加する可能性があることを示していると思われる。

 ・ o－11・14㎝Paの引張応力作用下にある板幅150㎜、板厚6㎜の平板に作用応力に平行

  あるいは垂直に溶接された継手の降伏点、引張強さ、伸びおよびシャルピー吸収エネ

  ルギーは、無負荷で溶接されたものと比べて特に劣化しなかった。

によれば、荷重作用下で改造されたプレートガーダーの溶接箇所の残留応力は、ステージ

ング等により荷重を除去して無負荷で溶接し、その後荷重が作用した場合と類似であると

推一@される。また、機械的性質も無負荷で溶接された場合に比べて特に劣化しているとは

考えられない。
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3．4 まとめと提案

3．4．1 実験結果のま一とめ

 荷重作用下で等断面プレートガーダーの切欠き桁への改革作業を行ない。さらに耐衛力

試験を行った。また、単体モデルを用いて、引張荷重作用下で溶接されたときの変形挙動

に及ぼす外力の大きさならびに溶接長の影響、過渡的な応力状態、残留応力および機械的

性質について検証した。結果を要約すると次の通りである。

 作業中の安全性については

 （1） 補剛材溶接後、ガス切断を行なった場合には、切欠き端の下フランジの応力

σ二i0㎝Pa、ウ・エフのせん断応力て・5㎝Paの位置で切断しても試験桁中央のたわみは、わ

ずかに1㎜程度増加したにすぎなかった。

 （2） ガ子切断後、下フランジを溶接しようとした場合、切欠き長さを440㎜として

堰直補剛材の手前まで切断することは可能であったが、切欠き長さを720印として垂直補’

剛材を蜂えて切出した時には、過大なたわみが生じ、試験機あ荷重が減少した。実橋にお

いては死荷重は減少することなく作用したままであるので、この状態は破壊につなグるも

のと考えられる。

 改造後の耐衛力については

 （3） 改造後の試験桁の耐衛力は650kHであり、切欠いた個所が耐衛力を支配するも

のではなかった。 この桁の道路橋示方書によって照査した許容荷重は220kHでこれに対

しては乞、O借であった。

 単体モデルを用いた検証によれば一

 （4） 作用応力が7㎝Pa以下では、敬幅150㎜、板厚6mの平板に板幅全長にわたる一

溶接を施しても割れを生じることもなく、変形も微小であった。したがって、ステージン

グ等を使用して応力を7㎝Pa以下に軽減すれば、板幅150㎜、板厚6㎜の平板に板幅全長

にわたる溶接を施すご仁が町能であると考えられる。

 （5） σ。：14㎝Paρ引張応力作用下にある板幅200㎜、板厚6血の平板に溶接長が
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100㎜以下であれば、溶接を施すことは可能であった。…力、溶接長が150㎜以上では割

れを生じた。したがって、σ。昌14㎝Paの引張応力作用下にある板幅200㎜、板厚6㎜の平

板に溶接長が150㎜以上の溶接を行う場合には、溶接区間が100㎜以下となるように分割

し、強度、剛性がト分回復してから次の溶接を行うことが必要であると思われる。

 （6） 応力作胴一一ド．で溶接された平板の変形挙動に及ぼす因子には種々のものが考えら

れるが、溶接速度が速く火熱量が小さい場合より溶接速度が遅く火熱量が太さい場合の方

が変形が大きかった。

 （7） 板福王50㎜、板厚6㎜の平板に。一。・14㎝Paあるいは25㎝Paの引張応力作用下で

作用応力に平行あるいは垂直に溶接された継手の引張残留応力は、除荷により作用応力相

当分だけ緩和され、圧縮残留応力も引張残留応力の緩和分の総和を試験片の断面積で除し

た量に相当するだけ減少した。しかし、実構造物においては、この緩和は期待できないも

のと考えられる。

 （8） 板幅150㎜、板厚6㎜の・平板に（r。・M㎝Paの引妓応力作用下で作用応力に平行

に溶接レたとさのFEM解析によれば、過渡的な応力の再配分による降伏域は太研究の範

囲で8割を超える場合があった。これは補修・補強溶接作業中あるいは作業後常温まで冷

却する闇に変形が増加する可能性があることを示していると思われる。

 （9） 板幅150㎜、板厚6mの平板にσ。・140岬aの引張応力作用一下で作用応力に平行

あるいは垂直に溶接された継手の降伏点、引張強さ、伸びおよびシャルピー吸収エネルギ

ーは、無負荷で溶接されたものと比べて特に劣化しなかった。
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3．4．2 実施工に対する提案

以上の結果を踏まえて実橋における施工手順を考えるとき、図一3．24によること’を提案

したい。

（：） まず、垂直補剛材を溶接する。

② 次に、水平楠剛材を溶接する。

   この時、最も内側（スパン中央より）の補剛材は⑤の下フランジと同…線上とし、

 次の重直補剛材まで延ばすのが良い。

 ③ 続いて、ドリルによリ孔明し、

 ④ガス切断する。

⑤ 最後に下フランジを溶接する。

 この手順によ亭と・各Stageにおける応力は図一3・14とは違い、実椿の断面によって異

なることは当．然であるが、仮に試験桁と同じ一プロポーションの桁を想定すれば、図一3．25

一 ‘ ・ ．「 ■

（五）Woldingo£v£・亡ica⊥

 s仁if£ono土

（2）｝oidi・goUlorizon亡。l

 stirfonピrs divided in〔0

 fourPor亡s

（3）口ri11i！・g曲ilo！巴

（4） Go苫 cu亡仁ing

（5）1佃1di口goE！o冊・fla・g・

図一3－24実橋における施工手順

       Dcnd     Livo    Tot目1
         ＋       ！ood   load ． 1oad

       畔〕 ＃  叫

一・ H／・グ／
      ］   村  1㎡

一｛γ一
      H      ］OO凶・

榊エムー
一工幻才

図一3．25実橋における応力

    変化の模式例（服a）
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のようになるものと推定される。図一3．25において、

Sセageエニー原断面

     死荷重ならびに活荷重による応力をこのように想定する。

     死荷重と活荷重の割合いが異るときは、以後の計算値を比例的に按分すれば

     良い。

Stage旺1 補剛材取付け

      交通は遮断するものとし、活荷重は考えない。

      死荷重応力に変化を生じないことは図一3．．14のStage皿に同じ。

 S七age㎜ニ ガス切断

      除去された断面が分担していた応力が再配分されるが、補剛材が断面に寄与

      する。この点が図一3．14と大きく異なる。

      侮配分後の応力の計算は、除去された断面が分担していた応力の積分値とし

      て軸力向力および曲げモーメントを攻め、これを切断後の補剛材を含む断面

      で負担するとして応力を求め、再配分前の応力に加算して求められるが、

       ω 補剛材とウェブの間にひずみの差、この例では

          6州Pa／2．1州0川Pド305μ

        が存在すること、

       ② 断面の応力のモーメントの横分値が外力モーメントと釣り合うこと、

       ③ 断面の応力の積分値がゼロとなること、

      を連立させ．て求めることも出来る。

 S士age㎜：下フランジ取付け

      死荷重応力に変化を生じないことはS士。ge IIと同じ。

      活荷重は全断面で負担される。

 このようにして求められた応力は、もはや荷重と比例しな1いので、安全性の検算は荷重

の種類毎に荷重係数を考える限界状態設計法の手法を用いて検討しなけれぱな＝らない。

 本章の実験、す吐わち切欠き桁への改造は都命内高速道路の出路にあるブレ＿’トガ＿ダ

ーの補修工事を行なうにあたって実施されたものである。実施工は本実験の結果を踏まえ

て、最初に重直および水平補饅材を溶接し、十分な補強を施した後ガス切断を行ない、最
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後に一枚の．下フランジを溶接し本。これらの作業は全面的な交通遮断をすることなく実施

され、無裏完了した。改造後の実橋を写真一．2に示した。
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裏書4牽i 荷重作用下にあるプレート
ガーダーめ支点上補剛材の補修

4．1・はじめに

 最近の鋼橋の損傷事例の・一つに図一1Jに示した負反力1こよる支承の・損傷があ孔この補

修作業を行うにあたり、

 （衛 負反力に関係のある部品のみを新規に製作して入替える。

 （麦）支承はそのままにレておいて、負反力を支承以外の装置に受持たせる。

 ③ 負反力に対して．単独で抵抗できる新規支承と入替える。

これらの案について種々検討した結果、橋梁をジャッキアップし負反力に単独で抵抗でき

る新支承に取り換えることとなった。このジャッキアップを行うための反力を受ける場所

がなかったので、橋脚ならびに橋梁本体にブラケットを取り付けることになり、総溶接長

約900田というこれまでに類のない荷重作用下での溶接を行うことになった。一

 本車では一この事例を想定し、実橋における溶接箇所が支点近傍である一ことから、プレー

トガーダーの支点．ト補剛材の補修を取りあげ、実験的に検討し、問題点の所在を明らかに

することによって、との鯛題の解決に寄与しようとするも・のであり、曲げ、せん断および

庇縮応力が作胴するこのような箇砺に対する適正な溶接施工条件を求める。

 補修溶接が構造物に争える影響としては次のようなことが考えられる。

  （1）溶接その他の熱が加わる。

  （2）ヤング率や降伏点の低い高温領域が広がる。

  （3）飾修作業中に大きな変形や残留応力を生ずる。

  （4）これが．補修後の耐衛力を減少させる。

 熱を与える作業は・・一一般には次の手順で行われる。

  （耳）欠陥をガウジングにより除去する。

  （2）溶接により埋めもどす。

  （3）必要により補強材を新たに溶接する。

  （4）線状カ同勢により変形を矯正する場合がある。

 一この他、一予熱も考えられるが、温度が低いので闇題にならないと思われる。

 なお、加えられる総熱量、加熱範囲の違いにより温度分布が異り、耐衛力に影響を及ぼ
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すものと思われるが、取りあえずは実際に行われた工事の施」二条件に準ずるものとする。

 実験の一対象とレた支点付近の破壊モードとしては次の3つを考えねばならない。

  （1）ウェブのせん断座屈

  （2）フランジの圧縮座屈

  （3）補剛材の柱としての圧．縮座屈

しかし、これらのうち、柱としての圧縮座屈については第2章の結果を利用することが可

能であると思われる．。また、本章における実験の補修溶接区間がウェブと端補剛材を継く

すみ肉溶接であるので、フ。ランジの圧縮座屈は生じにくいと考えられる。レたがって、ウ

ェブのせん断座屈モーニドにのみ着目した。
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4．2 実験方法

4．2．1 実験手順

 ここでは、木実験において対象とした補修溶接箇所、実験条件の組合せおよび実験手順

を述べる。

 木実験では支点上補剛材をウェブに取村けるすみ肉溶接の補修を想定した。このため補

修作業はずみ肉溶接をガウジングした後、新しくすみ肉溶接を再施工することとした。試

験体の破壊形式としてはウェブのせん断座屈に着目した。試験体はS一，S－2の2体であ

る。これらの試験体について図一4．1に示すように補剛材で囲まれたパネルを＾およびBパ

ネル．布端の跳出しパネルを～および町パネルと呼ぶこととした。それぞれの試験体にお

いて左右のパネルは異なった条件で実験することとし、都合4条件の実験をすることとし

た。それらの条件を以」一ドに示す。

  Case玉： 無補修             ：（S一，Bパネル）

  Case2： 無応力一下での溶接補修      ：（S－2，Bパネル）

  Case3： 応力作舟サドでの溶接補修     ：（S－2，＾パネル）

  Cas84： 応力作照一ドでの溶接補修・加熱矯旺：（S一，＾パネル）

 Case3，4での溶接補修および加熱矯正はてべ8㎝Paの応力作用一ドで施工することとし

た。

 試験体S一，S－2に着目した実験条件の組合せを表一4．1に、実験手順を表一4．2に示す。

A paneユane．ユ． A pane1 B pane1 B E
pan・1．

図一4，iパネルの名称
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表一4．1 試験体に着目した条件の組合せ

試験体

S－1

S－2

Aパわレ

Cose4：応力作用下溶接補修・加熱矯正

・Case3：応力作用下溶接補修

Bパネル

Cas61：無補修

Case2：無応力下落捧補修

表一4．2 実験手順

S－i

m90kN載衛、
＾パネル側補修溶接
溶接後、2時間荷重保持、
冷却後除荷
再び1090kN載荷、
＾パネル側加熱矯正
冷却後除荷
     （Case4終了）
破壊試験

S一．2

1090kN載荷、
＾パネル側補修溶接
溶接後、2時間荷重保持、
冷却後除荷
     （Case3終了）
無載荷のまま
Bパネル側補修溶接
     （Case．2終了）
破壊試験

4．2．2． 試験体一

 ここでは、試験体の形状、寸法、特徴、製作方法、材質について述べ、さらに試験体の

耐衛力の目安となる荷重を示す。

 木実験の試験体を図一4－2に示す。試験体のスパンおよび桁＝高は試験機の能力により決定

し、それぞれ2000㎜，850㎜とした。ウェブ板厚は8㎜とし、実橋により近い板厚とし

た。その結果、溶接における寸法効果の影響は無視できると考えられる。ウェブのせん断一

座屈に着目したので、支点上補剛材は柱としての検討により安全率を大き・くとり、幅

110㎜，板厚25血測とした。それゆえ、同一反力を受ける実橋の補剛材に比べて大きい

（剛性の高い）ものとなった。

 各試験体は同一一力法、溶接順序にて製作した。また、製作においては逆ひずみおよホ変

形の矯正は一切行わなかった。試験体は設計寸法より長く製作し、最後に両端をガス切断

し正立とした。溶接榛は口432？5皿回φを使用した。

 試験体の材料は全てSS41で、材料試験の結果を表一4．3に示す。

 これらの試験体の耐衛力の目安となる荷重を表一4．4に示す。P・1090舳はウェブのせん

断応力が叶容せん断応力てゲ80町aとなる荷重。P・1760k”はウェブの曲げモーメントと

せん断力の合成応力が（σ／（r・・）2＋（τ／て。。）」1となる荷重、P宝1880kNは弾性せ
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表一4．3 材料試験結果

ウエブ

フフ）シ
補剛材

板厚（㎜）

7．5

7．5

24，2

24，4

1皿m）

’

降伏、点（ハ’’■一               山山

55一’山  ＾ 320
R10

R’24 250
Q50

@凹

降伏点（MPa） 引張強度（MPa）

4？0

460

430
430

友一4．4

荷重

耐衛力のト1女となる荷重

曲げモづ）ト

せん断力

O一

τ

（0一／σ。。）～・（τ／て、丁）・

o⊥   o   ’

｡      ■

許容せん断
棊ﾍとなる
ﾗ重

’              ’’            ’

≒ｬ応力が
Pとなる荷
d

弾性せん断
ﾀ屈荷重

企塑性せん
f耐衛力

P （洲） 1090 1760 1880 2430

ト （kN一回） 540 880 940 1220

力  （k刊） 540 880 940 1220

（MPa） 141 151 195

（MPa）

87

｡’■1一一

W0一 129 138一 179一一

）～・（τ／グ。）1 0．38 1．00 1．14 1．68

oI t＝k・o’ビニ23．9×16．8二402MPa
て．1r＝k・σp＝8．23×16．8ニニ138MPa
τ｝二σ川■3＝310／J一’3＝i79MPa
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ん断座屈荷重であり、P・2430k”は全塑性せん断耐衛力である。

4．2．3 載 荷

 ここでは・試験体への載荷方法な亨9に載荷するときの留意点について述べる。

 試験体への載荷は図一4．1に示すように3点曲げにて行った。このためパネル＾，Bは曲げ

モーメントとせん断力を受ている。一

 試験体は支点上にセットした後、支点のローラーと下フランジ側へ一スプレートに大き

なすき闇がないことを同視により確認した。載荷ローラーと上フランジ側・べ一スプレート

のすき闇は加圧板にテーパーをつけることにより両者の平行を確保した。加圧板のテーパ

ーはS一，S－2試験体とも4㎜／230㎜であった。

 試験体内端の文点上補剛材のこぱ面を1コーラーで拘束する治奥を用いて横倒れ座屈を防

止した邊ローラーどこは曲の間隔はO～1㎜に取るよ一うにセットした。

4．2．4 補修溶接

ここでは、補修溶接を行う溶接線を示レ、補修溶接の手順の詳細について述べる。

図一4・3に示すよラに対象としている支点上補剛材の4本の溶接線について補修作業を行

£

   ゴ’一g性／〃7
、、㌔

、、

ノ

lll一一111111↓一“

I

1

I

’
一一

1

〔
I

o
H

I

』
’一

一

報
’ レ’’
o
崖

、
I〆

目4、f’

No2冊ユdedjoi耐 No．3㍑1dedjoinr

No・1冊！dedjoiηt No．4we！dedjoinr

No3㍑1ded］o■nt

No4we！ded］o■nt

図一4．3 補修範囲ならびに順序
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表一4．5溶接補修条件．

洲O 作業内容 使用材料 施工条件 火熱

1 ガウジング 交流ガウジング様 立向上進

1層目溶接 D4316 3．2φ 125＾，25V，8，5㎝／回in上進 22k」／c掘

@’ユー」干

2山3

．2篇目溶接 D4316 4．Oφ 225＾，3岬，41㎝／藺in下道 10k」／c皿

4 3膳目溶接 D4316．4．0φ 225＾，31V，41㎝／皿in下道 10kJ／cm

．／㎞王附

   1（〕（〕（≡『8＝800一山山“一一』一」一

」

図一一4．4 ウェブの変形測定治臭

った。作業は溶接線・…一木について作業がすべて完了した後、つぎの溶接線について作業を

行った。・一溶接線の作業は、表一4．5に示す条件で、溶接線全長にわたって未溶接剖が見え

るまでガウジングし、その後、一一・・層目の溶接は立向上進、二層目、三層目の溶接は立向下

達と・し、一層の溶接が全長にわたり完了した後、つぎの層の溶接を行った。…つのサイク

ルは遵統して作業を行ったが、各サイクル間には実施工に準じて休止暗闇を設けた。

 溶接作薬中の温度の経時変化を接触温度計で、・最高到達温度の分布を温度ペインートで測

定した。

 補修溶接後め変形の分布は図一4．4に水す測定治臭により計測した。
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1÷

写奥一4．1 ドフランジ加熱矯正状況

4．2．5．カ。秦些，喬正

 ここでは、補修溶接により生じた変形を荷重作胴一ドでガス炎を用いて加熱矯正するとき

の方法について述べる。

 「4．3．2 補修作業における変形挙動」に述べるように補修溶接により少なからざ

る変形が試験体に生じた。特に布端の跳出しパネルは拘束が小さいため大きな変形であっ

た。このことは実楮の補修■事においても経験されているものと思われるので、本実験で

も応力作州ドで跳出しパネルの溶接変形が矯正出来るか検討した。

 矯i1三は次の2つの方法で行った．

  1、フランジを加熱する方法

   1）．1二」ドフランジ闘に250kNジャッキ2個をセットしフランジ間隔を広げる。

   2）ドブランジベースプレート付近をガス炎にて線状加熱しフランジを外側に

     色変形させてウェブを伸はレ矯正する。 （写真一4．1）

   3）冷却後ジャッキを取除く。

  2．ウェブを加熱するカ法

   1）クランプと反力受けのアングルを用いて、ウェブを加圧する。 （写真一4，2）

   2）ガス炎にて加熱し、矯．i正する。

9 2



写真一4．2 ウェブ加熱矯止状況

   3）冷却後治具を取除く。

 木実験では．止フランジのト面の線状加熱も可能である。しかし、実橋においては床版が

あり、施不出来ないので木実験においても吋真一4．1に見られるようにドフランジのみを加

熱、矯正した。

 加熱にはプロパンガスを使用し、加熱温度は赤熱にならないように注意した。また、実

際の理場における施一11を考えて水冷は行わなかった。

4．乞．6 破壊試験

 ここでは、荷．重作用下で補修溶接あるいは加熱矯正された試験体の耐衛力を求めるため

の破壊試験の方法について述べ、耐衛力を定義する。最後に補強方法について説明する。

 試験体は補修溶接、あるいは矯正終了後室温まで冷却して、一旦除荷した。その後、試

験機の都合などにより、およそ60日間放置した後、破壊試験を行った。載荷方法は補修溶

9 3



接実験と同様の3点曲げである。

 載荷に当っては、下フランφ帖吏部一め鉛直たわみと橋軸方．向のひずみおよびウェブパネ

ル中央部の面外変形に注目・し、ウェブ中央部の面外変形が急激に増加しウェブの板厚を超

え光ところで、このパネルが座屈したものと判定した。

 ウエブ中央部の面外変形が急激に増カロしてくると荷重を…・一定に保つことが困難となる。．

 そこで、一ウェブ中央部の面外変形が急激に増加した後は、荷重を．100k崎ざみで増加さ

せた後、受桁に取付けた変位計の指針が停まるよづ油土仁弁をカロ減した。変位を一定に保つ

と荷1瞳は減少するので、変位およびひずみの測定終了時の荷重・を読取り値とレた。1試験

体で2つのパネルをそれぞれ別の試験の対象としたため、先に座屈したパネルの変形が後

に述べる補強．が不可能となるほど大きくなる前に載萄を中断、一旦除荷．し、ウiブにアン

グルを高力ボルトで取付け補強した後、再び載荷して他方の耐荷カを求均一だ。
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図一4，5溶接時温度測定結果の・・一’例（S’皇B）・

4－3．実験結粟および考察

4．3．1 補修作業時における温度分布

 ここでは、補修作業時における温度分布を温度ペイントを用いて測定レた結央を示し、

これについて考察する。

 図一4・5に補修作業中のウェ．プおよび補剛材の温度の経時変化の一・例を示す。縦軸は温

度、横軸は時間であり、作業内容も併せて示されている。測定はHO．1溶接線施工終了後か

ら始め、除荷まで行った。測定結果はそれぞれの作業中あるいは作業終了時に接触温度計

で測定したものである。

 この図より、温度の経時変化は①、④と②、③、⑤のグループに大別できることがわか・

る。①と④の温度はたかだか60℃までしか上昇しないのに対して、②、③、⑤ではおよ

そmト140℃まで上一昇する。この違いは測定点と溶接線の距離が異るためである。レか

し、測定点と溶接線の距離が100㎜以内の領域であっても150℃を超えることはなかっ

た。
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図一4．8 ウェブの最高到達温度分布の一一例

 No，2および3溶接線の1層目溶接で⑤がピークを示すの1章、測定点近傍をアークが通過

したためである。・…方、Ho，2～4溶接線の3層目溶接終了時に⑤がピークを示すのは、ガ

ウジングおよび1～3屠固溶接による熱が蓄積し走ためであると考えられる。

 最高到達温度分布の測定には1．91，146，1O正および52℃の温度ペイントを使用した。

図一4．6にその一一例を示す。中央パネル側の温度分布はほぼ直線であるのに対して、跳出し

パネル側は凸型の分布を示している。これは跳出しパネル端にお1ナる熱の反射の影響によ

るものと考えられる。 191℃の温度ペイントはヒュームの付着のため、溶けているかどう

か判定不能であった。しかし、ヒュームの付着領域は溶接線から30㎜程度であったので、

19ドCを超える領域は最大でも30㎡mであると思われる。

 支点上。補剛材の温度ペイントの状況より補剛材端面の中央付近の最高到達温度は146．C

と 19mの間であった。図一4．6では14㈹の範囲は補剛材の中心から最大でも70㎜程度で

あった。このウェブと補則材の違いは、ウェブの熱は遠方まで逃散するのに対し、補剛材

では1噛が110㎜と狭いので補剛材端面で熱は反射し蓄積したためであると考えられる。

9 6



11；・舳｛｛H・Wjr・l1一止1・・…〕・・Wi［lll・山1ili呂〕

、 l 、一
D1、、

寶d11P1
P’
x’‘

f‘f’’’

@’@’
@‘
@’

11

 ｛」．一■1」」1■■一■＾」止↓．、一一＿川・L＿

H1、一」ぺ」’。・川1。｝川1」口■J［｝）

 、 ．リい
P外一1付）．｝l  l，lI 『  1■ll  l．lI   ・  l l’  ’1‘1

 1C 1
P1C1

、l

L川⊥ lU川j   〔＝■一一■   一   一一 一一一 一一一一一一止一一一一 一 一 ■一一【一  一一一  止」一

」出…ユ．

L川⊥

‘1目削1（＾・l1＝＾llrill；．ll．一一〕 山

＾

；榊舳
、

il111■．．ll．‘1

梶I榊㍑1｝、㍑川

k

一j I

…1
二’ ノ．1

1．

こ

I 山
固

｛

I 一

1一 I

1’I
’

＿．＿．＿
?ﾞ」

I〔

し11．． loUU 〇一

1一」一一」一一■一一■1 一一一一⊥一」一一 1 一一一

1」jい・1一！（H・一川ir1出．ll11山i］■Jill…）
⊥〔

＿．豊

Il
 j’’lI
hl   ．I川 ’

   ‘’一@  1’’   lII

@ ；川1  illI」1．1

@ 一川；’・、・ザ  111－ll

@ ハ川1I Il，・ 1’ 一1111，li l・1いリ㌔」1 い、リ、川1ザ

I－
撃h，撃戟Dl
撃撃欠`h

11 j ．4

’

I

o
’ Irl

I
碗

・1
lI

i ll
1一 1

I
1

I I

＾
一1 ．oI－I一■■■一■ 一一

、一

黶D、迦」 『
1－ P 且一二．．．．．一．．＿．、．一．．」！jり重．．． 〇一

．∴迦」

ll・・1il・1・1い・：川1・11・・；lljl［・；H・■一・川r・Wi1・，S・ljJ川i・；M・・1…1川i・，B・1一いll・一；＾け・・・・・・…一・〕・・

        図一4．7 ウェブの面外1方向変形

4．3’．2 補修作業における変形’挙動

 ここでは、補修作業において変形が生じる過程について述べ、．補修作業の結果生じた変

．形を道路楮示カ書22）の規定と比較する。

 図一4．7にウェブの面外方向変位を示す。破線は補修溶接前の形状で、実線は補修溶接後

の形状である。享た、・・…の跳出しパネルに一 ?髑ｾい実線は線状加熱による矯正後の形

状である。なお、補修溶接前の形状はすきまゲージにより、補修溶接後および矯正後の形

状は図一4．4に赤レた治具により計測した。

 各段階における垂形の巖大値および変動の最大値を表一4．6に示す。これらの値は必ずし

も同・・…個所に生じているわけではないので、変形量の差が変動量となっていないことがあ

る。また、Cas81（無補修）についても“補修溶接後の変形”の欄に数値が記載されてい

るのは、Case4（補修ならびに矯正）の補修溶接終了後に計測された値である。Cas82

（応力下補修）とCas63（無応力下補修）についても同様に、Case3の補修に引続いて一
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表一4．6補修前後の変形の最大値 （㎜）

Cas日一

ｳ補修

r－1B

 Cas62
ｳ応力一ド
n接補修
@S－2B．

 Case3
@応力下
n接補修
@S－2＾

 Cas34
@応力下
竢C・矯i［
@S－1＾

補修溶接前 2．3 一1．3 1．2 一、4
中央、パネル

竢C溶接後 1．8 1．4 一1．O 1．2

変動．蹴 O15 2．7一 O．8 ○二4

補修溶接前 2．4 一〇．4 O．7 1．9

補修溶接後

@変動榊二

（3．1） 2．7

@   0．3

（2．3） ！、8

@   2，2

（4．4）3．5

@   3．？

（3，2）2．5

@   1，9

（O．5） O．4カ11熱矯i11校1…■…I一…■■一IL

@変動．駐」 （2．7） 2．3

性 1） 変形の倣人価と変動の触人伽は必ずしも同一…・個所に生じて
   いないので、変動繍二が淋披前後の変形の卸術屋になっている
   とはカ・ぎらな㌧・世

 2） （）内の数個は跳州しパネル先端の仙。
    （）外の敏術は先端より50㎜内側の伽。

Case2の補修を施し、その後に変形の計測．を行っている。

 これらの変形において特徴的なご．とは・跳出しパネルの変形モードが補修溶接前にはす

べて1次モードであるのに対し補修作業を施すとすべて2次モードになったことである。

 特に、応力作用十で実施したCas63（写奥一4－3）、Cas84が無応力下のCホ62（写

奥一4．4）より明瞭な2次モードとなっている。これは作照応力と溶接の相乗効果によるも

のではないかと考えられる。

 図一4．8に跳出しパネルにおける繭外変形の経時変化の・・一…例を示す。これらはそれぞれ

Ho．1，No．2，Ho．4溶接線溶接直後および溶接作業を完了、冷却後の変形形状を示している。

この例の実験条件は無応力I下での溶接補修であり、S－2試験体のBパネルを用いて行った

ものである。一．

 補修溶接前の跳出しパネルの変形は最大個所で0．6㎜であった。

 No．1溶接線溶接終了時にはウェブ高さの中央でm㎜程度の大きさの1次毛一ドの変形と

なり、溶接線側に引張られるよ今に生じている。Ho．2溶接線の溶接による変形は”o－1の変

形を打ち消すように逆方向に生じていた。

 一一力、中央パネル側での溶接は跳出しパネルの作業中の変形には大きな影蜜は及ぼさ

ず、No．3溶接線溶接後、．”o．4溶接線溶接後も”o．2溶接線溶接後と・同様な変形形状であっ

た。
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写真一4．3 応カド補修溶接後の変形

（Case 3  ，■…式験体S－2＾）

写真一4．4 無応力下補修溶接後の変形

（Cas62，試験体S－2B）

一

」 ÷1（jm1η

1）Af亡ビ・冊idi・g・f2）Af亡・・冊1di㎎・f3）Af亡・… 1di・g．f4）Af亡…。。！i・g
 N・・⊥冊1d・d川・亡 N。・2w・1d・dj．i・t No．4w・ユd・dj・in亡

 図一4．8 無応カド補修溶接後（Ca舵2，試験体S－2B）における変形の経時変化
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写真一4．5 フランジ加熱矯正後の変形

     （Casb4，試験体S－M）

一」

写真一4．6 ウェブ加熱矯正後の変形

     （Case4，試験体S－1＾）

 写真一4．4は冷却後の変形形状であるが、冷却にともなう溶接部の収縮により上フランジ

に近いウェブに最大で2．3㎜の変形を生じた。 （図一4．？，Case2参照）

 応力作用下での補修（Cas83，4）においても、溶接作業中の変形は同様な経過をたどっ

ており、溶接終r後の冷却過程において変形のモードが1次から2次に変化するのが見ら

れた。

 ところで、袖修溶接前の変形の最大値は中央パネルおよび跳出しパネルでそれぞれ1．2

～2．3㎜、O．4～2．4㎜であった。これは道路橋示方書22）の規定、すなわち桁高をhとし

て、h／250・850／250・3．4㎜を満足しており、経験的にも工場製作における変形量としては

標準的なものであると思われる。

 Case3の補修溶接後の変形の最大値は跳出しパネルの先端から50㎜内側において3．5㎜

となり道路橋示芳書の規定を超えた。これは作用応力による変形と溶接による変形が拘束

の弱い跳出しパネルの自由端に集中したためと考えられる。一方、Case4においても補修
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溶接直後には少なからぬ変形を生じていたが、矯正により充分な平坦度を得ることができ

た。 （写奥一4．5，4．6）

 以上二より、応力作用一ドでの溶接では道路橋の示方書の規定を超え季変形を生じることも

あるが、応力を作用させたままでも矯正可能であると言えよう。

4．3．3 補修後の耐衛力

 ここでは、補修作業後の破壊試験の結果得られた耐衛力について述べ、ウェブの変形量

との関連性について考察する。

 図一4．9にP一δ一曲線を示す。実線は載荷点直ドのたわみであり、破線は着目しているパ

ネルの中心点の痢外方向変位である。これらの国よりCaseト4とも耐衛力は表一4，7にも

示されているように1980～2090kNであることがわかる。なお、耐衛力は面外変位が急

激に増カ掘する荷重とした。

 1980～2080kHは公称板堰により；i一算した弾性せん断座屈荷重（P・1880kN）の105

～川％に、全塑性せん断耐衛力（P・2430k同）の81～86％に相当し一、許容せん断耐衛力

（P＝1090kN）に対しては182～192％となっている。

 Cas81（無補修）たおいてP・1090kNを境にして勾配が変化している。この荷重1090

kNは補修時の載荷荷重で、これ以ドではひずみ履歴を受ているが、これ以Li二では履歴を受

ていない荷重である。Case2～4にこの現象が認られないのは溶接補修における熱の影響

表一4，7耐衛力
 ’0凸一 ’       一L■川I一

Case1
ｳ補修

r－1B

 Case2

ｳ応力下
n接補修
@S－2B

 Case3
@応力一下

n接補修
@S－2＾

 Case4
@応カド
竢C・矯正
@S－1＾

中央パネルの変形量 （㎜） 1．8 1．4 一1．O 1．2

跳出しパネルの変形量 （㎜） 3．1 2．3 4．4 3．2

耐衛力 （kN） 1980 2090 2040 2040

弾性せん断座屈荷重に対する比 1，05 1．11 1．09 1．09

山川】’山’凹由                        一一一

全塑性せん断耐衛力に対する比 0．81 0．86 0．84 0．84

許容せん断耐衛力に対する比 1．82． 1．92 1．87 1．87

」【 I出一山I
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図一4．9 P一δ曲線

ではないかと思われる。

 表一4．7にはウェブの変形量も記載されている。しかし中央パネルあるいは跳出しパネル

の変形量と耐衛力の間には関連性を見出せない。この程度の初期変形は座屈挙動にそれほ

ど影響を与えな1いものと考えられる。

 以上より、応力作用下で補修溶接を行ったこの実験系列においては、耐衛力の減少は認

られなかった。
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4．4．まとめ

 本実験では実際の橋梁の支点上補剛材を溶接補修することを想定して、試験桁のウェブ

に許容応力に等しいせん断応力を作用させた状態で補修溶接を行い、その挙動を検討し

た。また、補修溶接時に生じた跳出しパネルの変形を同じく応力作用下で線状加熱により

矯正し、その効果についても検討した。

 さらに、溶接補修した試験体について載荷試験を行い、耐衛力を検証した。

 それらの絡災を要約すると以下の通りである。

 （1） 補修溶接による温度影響範囲は補剛材全幅とウェブの橋軸方向70㎜の範囲でそ

の温度の最高値もたかだか150℃であった。

 （2） 補修溶接による変形は中央パネル側では少なかった。 ・カ、跳出しパネル側に

は少なからざる変形を生じた。

 （3） 跳出しパネルにおける補修溶接作業中の変形は最大で10㎜程度であり中央パネ

ル側の溶接は作業中の変形に大きな影響を与えなかった。また、最大で10㎜程度の変形も

ウェブに対して対称に溶接することにより打ち消すことがわかった。変形の発生は溶接作

葉中（1書温時）におけるよりも冷却過稚中に大きかった。

 （4） 補修溶接辞の作用応力の掬無はウェブの繭外変形の絶対傾に有意義を与えなか

った。しかし、変形モードは1次モードから2次モードとなった。

 （5） 応力作用ドでもジャッキを併用した線状加熱を行い、空冷することにより、補

修溶接による跳出しパネルの変形を軽減させることができた。

 （6） 溶接補修により、なかには跳出しパネルで面外変形が道路橋示芳書の規定値を

超えるものもあったが、各試験桁の耐荷カには5％程度の養しかなく、有意な差であると

は考えられ卒かった。また・その耐衛力は・弾性せん断座屈荷重の105～111％，全塑性

せん断耐衛力の81～86％で、許容せん断耐衛力に対しては182～192％であった。

 木章の実験はr1．1研究の背景」およびr4．1 はじめにjで述べたように負反力

により支承が破損レたための支承の取り換え工事に端を発したものである。実施工は本章

の実験を含む種々の実験結果にもとづいて実施されたが、溶接箇所が桁、橋脚とも曲げ応

力が小さい支点付近であったこと、交通量が多い割りには振動が少ない場所であったこと

など施、11、ビニ病利な点にも恵まれ、］二事は無事完了した。
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．套再5篤重 実橋への適用一についての一考察

 実橋の補修・補強溶接作榮を考えるとき、第1章で述べたように・こ作まではステージ

ング毒を設置して死荷重を除去し、交通遮断をして活荷重ならびにそれに伴う振動年取り・

除いて作業を行うこ二とが一般的であった。この状態での溶接は作業環境の悪さを除げば、

」J1場における溶接にごく近いものであり、既往の研究成果によって、その継手ならびに部

材の力学的挙動を把握することができる。

 木研究の特徴である静荷重下での溶接は、交通を遮断レ、活荷重およびそれに伴う振動

は除くが、ステージング等の仮支点を設置しない状態での溶接に相当する。これまでの研

究成榮をもとに、補修・補強溶接の実橋への適用について考察し、提案する。

＆） 補修。補強作業の設計’について

1）補修。補強作業の設計において安全性の検算は荷重の種類ごとに荷重係数を考え

 る眼界状態設計法の手法を用いて検討することが望ましい。

 これは第3一筆における実験で得られた事実とそれに対する考察で示したように

 。 荷覆作朝下で溶接された新規部材は、死荷重によって変形している既設構造物に単

  に取り付けられただけであるので、活荷重が作用しなければ伸縮がなく、ひずみを生

  じな1いから、死荷重のみでは応力を発生せず、断面に審与セきない。

ので、新たに取り付けられた部材は死荷重には抵抗しないということである。このことは

その取り付け方法に依存しないので、たとえH．T．ボルトを使用したとしても生じる問題で

ある。死荷重に対しては既設部材だけが抵抗するから、たとえば、曲げ部材を例にとる

と、死荷重による応力σdは既設部材の断面の諸量を用いて、

   Md
σd ＝＝山川一y〇

   五〇

（5．1）

となる。ここに、Mdは死荷重による曲げモーメント、I。は既設部材の断面二次モーメ

ント、y。は既設部材の中立軸からの距離である。供用再開後の活荷重に対しては新規の
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部材も含めた全断面で抵抗するので、活荷重による応力σ1は全断面の一 迫ﾊを用いて次式

となる。

   Ml

σ1 ＝’y t
   I｛

（5．2）

ここに、M一は活荷重による曲げモ」メント、Itは新規の断面も含めた全断曲の断面二

年千一メント・ytは全断面の中立軸からの距離である㌧したがって・既設部材に年じる

一全一応力σ。ぱ死荷重による応力と活荷重による応力め和であるから、

         Md    M1

σ。＝σ。十σ1＝一y一B十一ポ         Io    It
（5．3）

新規の部材に生・じる全応力σ。は活荷重による応力だけであるから、

M｝

σn ＝σl    yt
（5．4）

．・ ht

となる。このように部材に生一 ｶる応力は同一断面においても異る断面量を用いて求めなけ

ればならない二このようにして求められた応力はもはや荷重に比例しないので、安全性の

検算は荷壷の種類ごとに荷重係数を考える．限界状態設計法の手法を用いて検討することが

睾ましいム
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b） 補修・補強溶接作業中の安全性の確保について

「一’山
1）溶接が瞬間熱源とみなせる場合には、溶融状態にある、あるいは降伏点、ヤング

 率がほぼ雲となる高温状態、たとえば安全側を考えて300℃に達する溶接部を断面

 欠損とみ辛した強度解析を行い、さらに溶接熱が部材を伝導していく過程で降伏

 点、ヤング率が零にはならな1いが室温のそれよりも低下する領域を考慮した強度

 解析を行い、作業中の安全性を照査する必要がある。

2） もし、これらの解析により安全性が確保されていない場合には、溶接長を分割し

  て施一ザする、火熱錘を低くするなどの対策を講じる必要がある。

 1）については、溶接を瞬間熱源とみなした第2および3章に示したF厄M解析結果、す

なわち

 。 板悩150㎜、板厚6㎜の平板に。■。二14㎝Paの引張応力が作州する場合、過渡的な応

  力の再配分により断面の8割以上二が蜂伏することがあった。

 ・ 板幅150㎜、板杉8㎜の平板にσ。・140冊aの圧縮応力が作用する場合、過渡的な応

  ，わの料配分により断血の9割以｝二が降伏することがあった。

第2章の結果、すならち

 。 溶接中に作用荷重のもとで変形が大きくなり、崩壊した（不安定となった）試験体

  に対して、溶接部を断面欠損として取り扱った解析、あるいは熱による降伏点、ヤン

  グ率の低下と溶接部を断面欠損として取り扱うことの両カを考慮した解析を行い、不

  安定現象を説明することができた。

に基づいている。

 2）については、第2および3章の結果、すなわち、

 ・ o’バ14㎝Paの応力作用下では、引張応力下の場合、板幅200㎜、板厚6㎜の平板に

  対して溶接長が100㎜以下で、圧縮応力下の場合、板幅150㎜、板厚6mの平板に対

  して溶接長が15㎜以一下で良好な溶接がなされた。

 ・ 溶接速度が速く、火熱量が小さい場合より、溶接速度が遅く、火熱量が大きい場合

  の力が変形が大きかった。

が参考になると考える。

1 0 7



 ところが、実楮における・…一・溶接線の溶接長は数メートルのオーダーであり、瞬間熱源と

は考えにくい。

 溶接を移動熱源とみなすと・溶融池の進行につれて・辛さに溶接された部分の熱は伝導

により逃散する。したがって、一溶接線全長にわたって溶接が終了していなくても、現在の

溶融池の位置よりある程度前に溶接された溶接部およびその近傍の強度、剛性は回復す

る。

 溶融池が通過してから100℃になるまでの時間を、第2章の溶接条件Q＝17000J／㎝，

kヒO．182c㎜2／sec，c：O．1“cal／9・℃，θo：つ0℃を用いて求めてみると？3）、CT

・210s8cとなり、溶接速度vが1O㎝！mi皿であるとすれば着目点の温度が一00．Cにな1ったと

き、．溶紬池は約35㎝前方にあることになる。それゆえ、この例にしたがえば溶接長が35㎝

以上であるときには移動熱源と考えてもよいことになり、溶融池から35㎝までの溶接部が

強度、剛性の捜失あるいは低一’ドを考慮する範囲であり、それ以前の溶接部の強度、剛性は

室温のそれに等しいものとして取り扱えぱよいと考える。なお、この35㎝という長さは溶

接姿勢、溶接条俳などにもよるが実施工における4㎜φの溶接榛1本分の溶接ビードの長

さに・ほぼ相当する。

 このように降伏点あるいはヤング率が室温のそれよりも大幅に低下するような領壕は溶

融池のごく近箪に限られる。すなわち、溶接線全長を分割することな1く連続的に溶接した

としても実際には全溶接長（1）をn分割して溶接しているこ壬と同じ条件となり、（1／n）

二35㎝の溶鐸長に．対して第2章の結果、すなわち

 ・ 溶接巾に不安定となった試験体に対して、溶接部を断面欠損として取り扱った解

  析、あるいは熱による降伏点、ヤング率の低下と溶接部を断面欠損と．して取り扱うこ

  との岡方を考慮した解析を行い、不安定現象を説明することができた。

を適用すれば良・いと考える。
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C） 作業後の継手および部材の性能について

「1）静江縮荷重が作用した状態で溶接された部材の溶接後の圧縮終局強度は、部材断

 曲iが十分大きい場合には低ドしないと言える。

2） しかし、部材断面がそれ程大きくない場合には静荷重作用下で溶接された継手の

 残留応力により部材断面のかなりの部分が降伏することも懸念されるので、詳細な

 検討をしなければならない。

3） 第2章における48・8φのパイプのように軸圧縮荷重作用下の溶接のため過大な変

 形を生じ、これが主たる原因であると考えられた耐衛力の減少を示した例もある。

 したがって、この過大な変形を荷重作用’一ドで矯正することができるならぱその効果

 は大きいものと思われる。

  第4章における単純梁の跳出しパネルに生じた変形を矯i正するのに静荷重作用下

 での線状加熱は右効な方法であった。橋梁は梁を主体とした構造物であるので、板

 をポ体とした他の溶接構造物に比べより厳しい条件で使脚されている。それゆえ、

 これまで術策作用一ドで加熱矯正を含めた加熱加一11はほとんど行われていない。今

 後、荷重作用一下での溶接がますます増加すると思われるが、荷重作用下での溶接に

 より生じた変形を荷重作用下で加熱矯正することは有効な方法であると考える。

4）許容応力度に等しいσ。・±14㎝Paの応力作用下にある板幅150㎜、板厚6㎜の

 SS41材に溶接を施し、その継手の降伏点、引張強さ、伸びおよびシャルピー吸収エ

 ネルギーを検証したとこ一ろ無応力下で溶接されたものに比べ特に劣化しなかったの

 で、士螂㎝Pa以下の応力作用下にある板幅150㎜、板厚6㎜以上のSS4I材に溶接を

 施しても、その継手の降伏点、引張強さ、伸びおよびシャルピー吸収エネルギーに

 ついて特別卒検討を必要としな1い。

 1）については残留応力の影響も含めて部材の終局強度を検討した第2章の結果、すなわ

ち

 ・ 216－3φのパイプに付加物を溶接取り付けした後の柱としての耐衛力は、素材のそ

  れにほぽ等しかった。

および第4章の結果、すなわち

 ・ 支点上補剛材を溶接補修した後の耐衛力・試験において、各試験桁の耐衛力に有意な
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  養は認められなかった。

を参考にすると、実構造物において補修・・補強溶接が構造物の圧縮終局強度を低下させ6…

ことは少ないと考える。

 2）については第3章の結果、すなわち

 ・ 無応力下で溶接した平板に一、溶接後負荷した残留応力分布と、応力下1で溶接した平

  板の残留応力分布が同じであった。

ことから、死荷重が作用した状態で溶接された部材の残留応力は、ステー・ジングを用いて

無応力下で溶接し、ステージングを除去することによって死荷重が作用したときの部材の

残留応力と同じ状態になるものと推定される。レかし、溶接される部材の断面がそれ程大

きく李い場合には断面のほとんどが降伏し、・十分な剛性を確保できないこξがあるかもし

れない。

 3）の前半については第2章の48，6φのパイプのように、応力作用下の溶接のために生じ

た変形が主たる原因であると考えられた耐衛力の減少、すなわち

 ・ σi1・8㎝Paの圧縮応力作用下で、長さ50㎜のリンクスティフナーを溶接した手8．8φ

  のパイプの耐衛力は、・無応力下で溶接したパイプの耐衛力の約80％に低下した。

をポした例にもとづいている。

 実施一I二においても荷重作用下での溶接により生じた変形を矯正する等の対策が必要とな

一るこ．ともあると思われる。荷重作用’下でρ矯正は㌔第4章の実験結果、すなわち。

 ・ 荷重作用下でもジャッキを併用した線状加熱を行い、空冷することにより、補修溶

  接による跳出しパネルの変形を軽減することができた。

ので、実権においても有効であると考える。ただし、ごの矯正作業においては加熱範囲、

加熱温度等に十分な注意」 �･うこ’とが必要である。

 4）については第2および3章の結果、すなわち

 ・．板幅150㎜、板厚6㎜の平板にσ。・140冊aの応力作用下で、作用応力軸に平行ある

 いは垂直に溶接された継手の機械的性質は特に劣化しなかった。

ので、特に問題はないと考えられるが、この試験片より小さ一い部材を溶接する場合には上

述の眼リではない。
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賛害61幸三 詫盆；  ホ舌

 木研究では、補修・補強溶接の施工上の特徴、すなわち、

 1）橋梁の自重による静的荷重および通過交通による変動荷重が作用している。

 2） 通行車岡によって複雑な振動が生じている。

 3） 犬候、作業空間の制約などにより作業環境が悪くなる。

のうちの一一一つである「静荷重作用下にある部材への溶接」を取り上げ、．作業中の安全性、

ならびに作業後の継手および部材の性能について、実験あるいは解析を行い構造部材の力

学的挙動を検討し、補修・補強溶接の実施の可能性ならびに実施可能な場合の施工上の留

意点を明らかにした。

 木研究で得られた†要な結果について各章ごとに以一下に要約する。

 第1章では、鋼橋の損傷晴例を紹介し、補修。補強溶接が必要となった背景を述べた。

そして、供関中の部材への補修・補強溶接の問題点を列挙し、既椎の研究を報告した。さ

らに、木研究の目的を述べ、本一論文の内容を概説した。

 第2章では、 216．3φと48．6φのパイプに圧縮荷重作用一下でガセットあるいはリンクス

ティフナーを溶接し、作業中の安定を確かめ、作業中安定であったものについて、その後

の耐衛力を求めた。 216．3φのパイプは非弾性座屈をする柱であり、48．6φのパイプは弾

性座屈をする柱であった。結果を要約すると以下の通りである。

 （1） 216．3φのパイプでは一σ。・240HPa（公称降伏応力度）以下の圧縮応力が作用し

た状態で長さ200㎜のガセットあるいは長さ230㎜のリンクスティフナーを溶接すること

は可能であった。

 （2） 48－6φのパイプに長さ150㎜のガセットを溶接する場合、σ。・1O㎝Pa（座屈許

容応力度）以下の痒縮応力牟作用している状態では溶接可能であったが、σ。・18㎝Pa（基

本許容応力度）では溶接中に作用荷重のもとで変形が大きくなり、崩壊した（不安定にな

った）。また、長さ50㎜のリンクスティフナーを溶接する際には。一。・8㎝Pa以下では溶接

可能であったが、σ。二10㎝Pa以上では溶接中に不安定となった。したがって、このような

場合には溶接長を分割して施工するあるいは作用荷重を低減する等の方法が必要である。

 （3） 木実験において溶接中に不安定となった試験体に対して、溶接部を断面欠損と
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して取り扱った解析、あるいは熱によるヤング率、降伏応力度の低下と溶接部を断面欠損

として取り扱うことの岡カを考慮した解析を行い、一次近似としては妥当であることを示

した。

 （4）  216．3φのパイプでは最大4．4㎜の初期変形があったにもかかわらず耐衛力に

有意差はなく、ほぼ素材の耐衛力に等しかった。したがって、 216．3φのパイプではσ。・

24㎝Pa以下の圧縮応力作用下で長さ200㎜以下のガセットあるいは長さ230㎜以下のリン

グスティフナーを溶接したとしても無応力下で溶接されたパイプの耐衛力はもちろん素材

のパイプの耐衛力を下回ることはないといえる。

 （5） 48．6みのパイプではσ。宮100減Pa以下．で長さ150㎜あガセットを溶接したパイプ

の鮒衛力に有意差はな一 ｭ、無応力下で溶接されたパイプの耐衛力にほぼ等しかった。ま

た、σ。・8㎝Paで長さ50㎜のリンクスティフナーを溶接した試験体では無応力下で溶接し

た試験体の耐衛力の約80％に低下した。したがって、と一のような場合には、作用荷重を低

減する、荷重作用下での溶接により生じた変形を矯正する等の手段を講じる必要があると

思われる。

 太童で対象とした実構造物は508φのパイプ柱であり、以下g率由、すなわち、

 ⑪ 実構造物の溶接箇所は格点近傍であり、本実験で行なった部材中間の溶接施工は実

  施工より厳しい条件である。

 ②  216－3．φのパイプは240町aという公称降伏応力度作用下で溶接されたにもかかわら

  ず、無応力下で溶接されたもの。と比べて有意差は認られなかった。実構造物に作用し

  ている応力は16㎝Pa以下の低応力である。

で安全であると判断し、施工を実施することにしている。

 第3一筆では二荷重作崩下で等断面プレートガーダーの切欠き桁への改造作業を行本い、

さらに耐衛力試験を行った。結果を要約する一 ﾆ次の通りセある。

 （1） 補剛材溶接後、ガス切断を行なった場合に牡へ切欠き端の†フランジの応力

σ二10㎝Pa、ウ平ブのせん断応力τ・5㎝Paの位置で切断しても試験桁中央のたわみは、わ

ずかに1㎜程度増加したにすぎなかった。

 （2） ガス切断後、下フラ．ンジを溶接しようと一しえ場合、切欠き長さを440㎜として

垂寧補剛材の手前まで切断することは可能であったが、切欠き長さを？20mとして垂直補
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剛材を越えて切断した時には、過大なたわみが生じ、試験機の荷重が減少した。実橋にお

いては死荷重は減少することなく作用したままであるので・この状態は破壊につながるも

のと考えられる。

 （3） 改造後の試験桁の耐衛力は650kHであり、切欠いた個所が耐衛力を支配するも

のではなかった。 この桁の道路橋示方書によ．って照査した許容荷重は220k調でこれに対

しては3．0倍であった。

 （4） 以．ヒの結果を踏まえて実橋における施工手順を以下のように提案した。

    ① まず、’垂直補剛材を溶接する。

    ② 次に、水平補剛材を溶接する。

      この時、最も内側（スパン中央より）の補剛材は⑤の下フランジと同一線上

      とし、次の一垂直補剛材まで延ばすのが良い。

    （笥 続いて、ドリルにより孔明し、

    ④ ガス切断する。

    （今）微後にドフランジを溶接する。

 本章の実験、すなわち切欠き桁への改造は都市内高速道路の出路にあるプレートガーダ

ーの補修ユニ事を行なうにあたって実施されたものである。炎施．工は本実験の結果を踏まえ

て、最初に垂直および水平補剛材を溶接し、十分な．補強を施した後ガス切断を行ない、最

後に一…枚のドフランジを溶接した。これらの作業は全面的な交通遮断をすることなく実施

され、無事完アした。

 第4章では、実際の橋梁の支点上補剛材を溶接補修することを想定して、試験桁のウェ

ブに許容応力に等しいせん断応力を作用させた状態で補修溶接を行い、その挙動を検討し

た。また、補修溶接時に生じた嘩出しパネルの変形を同じく応力作用下で線状加熱により

矯正し、その効果についても検討した。

 さらに、溶接補修した試験体について載荷試験を行い、耐衛力を検証した。

 それらの結果を要約すると以下の通りである。

 （1） 補修溶接による温度影響範囲は補剛材全幅とウェブの橋軸方向70㎜の範囲でそ

の温度の最高値もたかだか150℃であった。

 （2） 補修溶接による変形は中央パネル側では少なかった。一・方、跳出しパネル側に
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は少なからざる変形を生じた。

 （3） 跳出しパネルにおける補修溶接作業中の変形は最大でlO㎜程度であり中央パネ

ル側の溶接は作業巾の変形に大きな影響を与えなかった。また、最大セ10㎜程度め変形も

ウェブに対して対称に溶接ナることにより打ち消すことがわかった。変形の発生は溶接作

業中（高温時）におけるよりも冷却過程中に大きかった。

 （4） 補修溶接時の作用応力の有無はウェブの面外変形の絶対値≒こ有意差を与えなか

った。レかし、変形モードは1次モードから2次モードとなった。

 （5） 応力作用下でもジャッキを併用した線状加熱を行い、空冷すること川により、補

修溶接による跳出レバネルの変形を軽減させることができた。

 （6） 溶接補修により、なかには跳出しパネルで面外変形が道路橋示方書の規定値を

超えるものもあったが・各試験桁の耐衛力には5％程度の差しかなく・有意な奉であるキ

は考えられなかった。また、その耐衛力は、弾性せん断座屈荷重の105～l11％，全塑性

せん断耐衛力の81」～8S％で、許容せん断耐衛力に対しては182～192一％であった。

 本章の実験は負圧力により支承が破損したための支承の取り換え工事に端を発したもの

である。実施工は本章の実験を含む種々の実験結果にもとづいて実施されたが、溶接箇所

が桁、橋脚とも曲げ応力が小さい支点付近であったこと、交通塁が多い割り．には振動が少

な1い場所であったことなど施工。1二有利な点にも恵まれ、工事は無事完了した。

 第5章では、第2～4章の研究結果をもとに補修。補強溶接の実橋への適用について考

察し、提案した。内容は以下の通りである。

 （1） 補修苦補強作業の設計において安全性の検算は荷重の種類ごとに荷重係数を考

える眼界状態設計法の手法を用いて検討することが望ましい。

 （2） 溶接が瞬間熱源とみなせる場合には、溶蝕状態．にある、あるいは降伏点、ヤン

グ率がほぼ雲となる高温状態、たとえば安全側を考えて3gO℃に達する溶接部を断面欠損

とみなした強度解析を行い、さらに溶接熱が部材を伝導していく過程で降伏点、ヤング率

が零にはならないが室温のそれよりも低下する領域を考慮した強度解析を行い、作業中の

安全性を照査する必要がある。

 （3） もし・．これらの解析により安全性が確保されていない場合には・溶接隼を分割

して施．Jlする、火熱量を低くするなどの対策を講じる必要がある。
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 （4） 静圧縮荷重が作用した状態で溶接された部材の溶接後の圧縮終局強度は、部材

断面が十分大きい場合には低下しないと言える。

 （5） 荷重作刷’下の溶接のため過大な変形を生じた例があり、これが主たる原因であ．

ると考えられた耐衛力の減少を示したものもあるが、静荷重作用下での溶接により生一した

変形を矯正するのに艶荷重作用下での線状加熱は有効な方法であった。

 木破究の特徴は、交通を遮断し活荷重とそれに伴う振動は取り除くが、ステージング等

の仮支点を剛いて死荷重を除去することなく死荷重が作用したままの状態にある構造物に

溶援を施すという、未経験の闇題を取り扱ったところにある。これまで荷重作用下の構造

物に溶接などの熱を与えることを恐れ、部材の連結にH，T．ポルトを用い、H．T．ボルトを使

州することに伴う断蜥欠禎は補強材の断面を増すことによって補っていた。溶接による部

材の連結には戯廊欠損がな1いので、補修・補強作業に溶接を伎用することができれば、そ

のメリットは少なくない。本研究では、荷重が作胴した一ままの状態における補修・・補強作

業に溶接を使則することの可能性とその留意点を与一えたところに意義があると考える。
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27）日本鋼構造協会技術委員会安全性分科会座届小委員会溶接形鋼力学班；残留応力と座

  屈，』SSC，Vol．3，No．16，PP．16～22，および・44ん48．1967

28）上太学会編；構造力学公式集
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＾PPe亜di忍 ＾ SS41材の高温引張試験

 SS41材の高温における材料特性を求めるために高温引張試験を行った。試験片を図一ム．1

に示す。試験機は熱源にニクロム線を使用した割形管状炉を有するインストロン型引張試

験機セある。試験カ波はHS C0567に準拠した。

実験搬宰図一ポ・ならびに牟・・に示す。図一…よリ明らかなように1・・℃以上の高温に

おいては降伏点が明瞭でないので、 0．2％耐力と比例隈応力度の両方を求めている（図

一＾．3）。
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＾pp㎝di塁B 有限要素法による熱弾塑性解析における定式化

I） 温度変化がない場合の応力一ひずみ関係および要素内のひずみと節点変位の関係

 温度変化がない場合の応力一ひずみ関係および要素内のひずみと節点変位の関係は増分

形を用．いると次のように書け一る。

｛σ｝＝ ［D］ ｛e｝

｛ξ｝＝ ［B］ ｛｛｝

（B．1）

（B．2）

固狛ひずみ｛ξo｝が存在する場合には式（B．1）は

｛＆｝二 ［D］ ｛ξ一ξo｝ （B．3）

となる。熱弾塑性問題においては固有ひずみは温度増分丁に関係した量であるので、

式（B．3）は次のように表わせる。

｛＆｝二［D］｛ξ｝一｛C｝T （B．4）

 次に、荷重増分と節点変位増分の関係を仮想仕事の原理を用いて定式化する。仮想仕事

の原理より平衡状態において次式が成立する。

｛δ己｝1．｛P｝＝∫｛δξ｝T ｛8｝dV （B．5）

上式に式（B．2），（B．4）を代入して変形すると、

｛δ己｝1 ｛P｝二∫ ［B］T ｛δ｛｝T （［D］ ｛ξ｝一｛C｝T） dV

＝∫ （［B］T ｛δ｛｝下 ［D］ ｛ξ｝

         一 ［B］τ ｛δi｝T ｛C且丁） dV
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．’D ｛P｝＝（∫ ［B］一 〔D］ ［B］dV） ｛己｝一∫ （［B］T ｛C｝T）dV

二［K］ ｛u｝一｛L｝ （B．6）

を得る。ここに［K］は剛性マトリックス、
 ■
｛L｝は等価節点カベクトルであり、

［K］ 二∫ （［B］一

｛L｝＝∫（［B］□

［D］ ［B］）dV

   ■
｛C｝T）dV

である。
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II） 降伏応力度，ヤング率，線膨張係数の温度依存性を考慮した

  応力増分一ひずみ増分関係

i） 弾性域

 生ひずみ増分は自由熱ひずみ増分とひずみの適合条件を満たすための機械的ひずみ増分

の和であるので、

1ε1＝1ξTl＋1き。1 （B．7）

と表わせる。温度変化に伴う自由熱膨張ひずみ増分｛；T｝は温度丁における線膨張係数

｛α｝を用いると次の辛うになる。

∂｛αo｝
1α1＝1α・1＋
         ∂T

・T

         ． ∂｛αO｝
｛ξT｝＝｛αo｝丁斗 ・T・T （B．8）

∂T

二一一方、機械的ひずみ増分は

             ∂［De］一二      ．
｛ξo｝＝［De］・1｛8｝十     ・｛σ｝・T （B．9）

∂T

であるので、 ｛8｝と｛ξ｝の関係は式（8．7）～（B．9）から

        ． ∂1α01
｛ξ｝＝ξαo｝T＋ ・T・T

∂T．

          ∂ ［De］Il      ．
十［De］一1｛δ｝十     ・｛σ｝・T

∂T
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                       ）｛αo｝
 ．．． ｛σ｝＝［D。］1ε1一［D。］（1αo｝十
                        ∂T

         ∂ ［De］L’t      ．
        十     ・｛σ｝）T
          ∂T

となる。したがって、式（B．4）における［D］，一
oC｝をそれぞれ

  ［D］＝ ［Dビ］

  ｛C｝二｛Ce｝

              ∂｛αo｝    ∂ ［D㌍］ 1
    二［D、］ （｛αo五十     ・T＋
               ∂T     ∂T

とすると、．式（B．10）は次式となる。

   ｛＆｝二［D、…］｛ξ｝一｛C8｛｝T

・T

・｛σ｝）

（B．10）

1＞（B．11）

（B．12）
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ii） 塑性域

塑性に達し｛材料は非圧雛とし、降伏関数を塑性ポテンシャルとみなすと、塑性ひず

み増分｛ξp｝は

        1 ∂f     ∂f
   ｛ξp｝二一｛一｝df＝入｛一｝               （B．13）
        9 ∂σ     ∂σ

となる。また、生ひずみ増分は次式となる。

   1ξ1＝1ξil＋1ξ、1＋1冬。1          （B，14）

 どこ二ろで、材料が塑性域において負荷状態にあるための条件牡

    ．  ∂f     ∂f      ∂f ．
   ｛f｝＝｛一｝T ｛＆｝十｛一｝丁 ｛ξp｝今｛一一｝T＝O    （B．15）
        ∂σ      ∂e。      ∂T

である。また、塑性ひずみは応力増分に・寄与レないから、応力増分は式（。．ら）で与えられ

る。

                 ∂ 〔De］ 一    ．
   ξξ僅｝＝［De］i｛を｝十    ｛o・｝T       （B．16）
                   ∂T

と1阻…岬剛∴舳｛ξ二｝’｛∵1｝を消1する

   l11－ll・1・ll・1・ll・一1

           ． ∂｛伽｝  ．
      ＝｛αo｝T＋     T・T
              ∂T
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十［D。］
    ∂［D。］
1け1＋  一

・∂T

一一  ．  ∂f
 ｛σ｝T＋入｛  ｝

∂σ

ここで、β＝｛αo｝十
∂｛α0｝

T＋
∂［D。］一王

∂T ∂T
｛σ｝とおくと、

｛蔓｝＝ ［Dρ］
      ∂f   ．
1｛ホ｝十八｛ ｝十β・T

∂σ

〔D。］ ｛ξ｝＝ ｛＆｝十人・ ［De］
∂f       ．

｛一一｝十［De］・β・T
∂σ

∂f
｛一…T
∂εp

     ∂f ．
｛ep｝一ト｛ ｝T

∂T

∂f
｛一一い

∂O一

十人・［D。］
∂f       ．

｛ ｝十［De］・β・T
∂σ

∂f

∂σ
｝1 ［D。］

    ∂f ．  ∂f
｛ξ｝十｛…一｝T一ξ一一・｝i

    ∂T・   ∂σ
［Do］・β・T

．’

D 入：
∂f

｝丁 ［D。］
∂f ∂f

｝一｛ ｝T｛
∂f

∂σ ∂σ ∂εp ∂σ

（B．17）

        ∂f
 ここで、 S＝｛一一一｝丁

        ∂σ

次式となる。

［D臼］｛
∂f

∂σ
｝一｛

∂f
｝丁

∂εp

∂f
｛一一｝とおくと、式（B，17）は
∂σ

  1  ∂f
入＝一（｛一一｝丁 ［De］ ｛ξ｝十 ｛

  S  ∂σ

∂f ． ∂f
  l T一｛ ｝T
∂T   ∂σ

［De］ ・β・T）

（B．18）
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 次に、式（B．8），（B．13），（B．i4），（B．16），（B．18）から｛ξ。｝，｛ξp｝，｛さT｝，・八

を消去すると、応力増分と6すふ増分の関係が得られる。

   ｛ξ1：1ξTl＋一1ξ。1＋｛ξ。1

            ． ∂｛αo｝  ．
      二｛αo｝T＋     T・T
               ∂T

                   ∂ ［De］II1    ．    ∂f
        ＋［Do］’王｛＆｝十      ｛σ｝T＋入｛  ｝
                     ∂T・        ∂σ

                  ． 1 ∂f
      二 ［De］ ！｛＆｝十β・T＋一｛  ｝
                    S ∂σ

        ∂f           ∂f ．  ∂f         ．
     X（｛  ｝可 ［De］ ｛ξ｝十｛  ｝T一｛  ｝T ［Do］・β・T）
        ∂と       ． ∂T   ∂σ

両辺に左から［D。］を掛けて整理すると、

                       ． 1    ∂f
   ｛δ｝＝・［De］ ｛ξ｝一［De］・β・T一一［Do］ ｛  ｝
                         S    ∂σ

        ∂f           ∂f ．  ∂f         ．
     ×（｛  ｝T ［De］ ｛…｝十｛  ｝T一｛  ｝T ［De］ ・β・T）
        ∂σ         ∂T   ∂σ

              1    ∂f  ∂f
      ＝（〔Dp］一一一［De］ ｛  ｝ ｛  ｝T ［D僅］） ｛ξ｝
              S    ∂σ  ∂（r

               1   ∂f ∂f．      ．
       一（［De］一一［De］｛ ｝｛ ｝F ［De］）・β・T
               S    δo一 ∂σ

         1   ．∂f ∂f ．
       一一［De］｛ ｝｛ ｝T          （B．I9）
        S    ∂σ  ∂T

となる。
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             1    ∂f  ∂f
 ここで、 ［Dp］＝［De］一一［De］ 1  ｝ ｛  ｝T
             S    ∂σ  ∂σ

              1    ∂f  ∂f
     ｛CP｝＝ ［Dμ］・β十一［Dε］ ｛一一｝ ｛  ｝
              S    ∂σ  ∂T

とおくと、式（B，19）は式（B，4）と同型となる。

   ｛δ．丑＝ ［Dp］ ｛ξ｝一｛Cp｝T

［D。］

（B．20）
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皿） 応力一ひずみ行列の具体的表示

 ［D篶］ ，｛Ce｝は式（B．11）からただちに求まる。

            r1・  O つ
         E                l
   ［De］＝      〃’ 1     0   ｛              （B．21）
        H2・・l1一ソ）。・」

一！1：・l1年1111＋→
             ＼

                                      （B．22）

舳e nの降伏条件は次式で与えられる。

   f？ ＝σx2一σx σソ 十σソ2＋3τ舳2 一σv2＝O

       ∂f  3  ， ， ・． 3
したがって、 ｛  ｝T＝   ｛σx ，σソ ，2τ舳｝＝一｛σx ，o・y ，2τ㍑ ｝
       ∂σ一・・  ．   ・σ・

       1              1
ここ‘P・σx’＝す（2σドσソ）・σy’＝τ（2∵σ肖）・～’＝～であ糺

   、1二、、、D。、、・σ∴・に；1．
    ／一 ・一・、ll，／一・2、。．。（、．、）／、

               3
            ＝    ｛S1 ，S2 ，S6｝
              2州
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       E  ．  ，   E
たナごし、 S1 ＝     （σ只 十ツσソ） ，S2 ＝     （ソσ只 十σリ） ，

      1一フ2            1一γ2

       E
   S6＝    て” である。
      1一ト〃

      ∂、∂、  、lS12S1S1S1千・！
∴  ［Dヒ］ ｛  ｝ ｛一一｝T ［De］＝    l     Sパ   S2 S61

      ∂σ∂σ  4㌧・、皿，  ・。一

ところで、Sは次のようになる。

    ∂f      ∂f  ∂f  ∂f
  S＝ ｛一一一一号可 ［DP］ ｛  ｝一｛一一｝丁 ｛  ｝
    ∂σ   」 ∂σ  ∂。。 ∂σ一

    ’・  、 、  ， ∂…
  ＝一一一（Sl・o一員 →S2・σソ 十2S‘．・て洲  ）一｛一一｝I ｛  ｝  （B，23）

   4σぺ    一    一’」 ∂ε。 ∂σ

ここで、ム辺第2項は、

  ∂f  ∂f．  ∂σ・     1       ∂f
  ｛  ｝1 ｛  ｝＝一｛   ｝丁 ｛ξp｝・一  （’．．｛ξp｝：入｛  ｝）

  ∂εp∂σ∂εp入 ∂O－
               1 ． ∂σY
         ：一（δ∀）・一 （．．’l  l11ξ。1＝＆V）
               入   ∂εp

           1 ∂σY ．     ∂σv ．
         ＝一一●   ●～τ  （’．’δ、＝   ■…下）
           入∂訂      ∂て；

           1  1 ．  ．∂σ・ ， 一   ．一
         ・・一一・H1・一・Wp （．．．   ＝H ，Wp＝8・高）
           入  6    ∂訂
           1   1
         ＝一一・HI・一・1σ｝1 ｛ξp｝ （．．‘Wp・｛o・｝T｛ξp｝）

           入   石
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             1    ∂f        ∂f
          ＝一H・一・1σlT1 言 （．．’｛ξ。｝＝入｛ ｝）
             τ  ∂σ一．   ∂σ
                    ∂f
          ＝一H  （’．’｛σ｝T ｛  ｝＝石）
                    ∂σ

したがって、式（B．23）は次武となる。

    9
  S：    （Sドσぺ十S2・σソ 斗2S6・τxy ）十H’

   4叶

それ Aえ’．［Dp］・は

           、・12・1亭1・刈

「DpH叶jS22∵6」  （B‘24）

      4叶
ここで、S ＝   H ＋Sピσヌ牛S2・σy’十2S6・ハy である。
       9

              1 〃   O        σぺ
      ∂f  E             3
  ［De］ ｛  ｝＝      v 1    O     ・      o－y’
      ∂σ  1一〃2            2σV
              OO（1一〃）／2   2τ民ジ

             ㍉

         ＝   S2

             S6

          〆           一α⑰   ∂αo／∂T    σx一γσリ
                               1  d瓦
・．E ｛Cp｝二［一）P］1 αo ＋ ∂αo／∂T T一 （ry一γσx    ・
          ／          恒2dT
          ＼O  0 2（川／～
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．・一・

D土．／：↓．1一・

 3  S’ L l ∂T
     しδ6」

（B．25）

   ／ 叶ゲ
入＝4σ’3 C1。、いξソ㌧

9S諱?Eハ1ぺσ∵・・■・j

、、ξlllll∴T．llllll∵・

    l ！  1E・
 1 0 」 12（1＋ソ）／～j

   ．S11 い
2o’・廿 j・      j

     しγ㌧ lS・グ、lOj

   lσザ灯・「  ＼．
   1  い d㌧・  r、、c’ジソσ肩 ＞一一一・   T－
       1El dTj二   1・（1・・）・～」  ノ

 ＼  ＼
dE㌧∂σ／・l
 lT＋  TldT～∂Tl ノ  ノ
 1∂α。／∂T1

    支

 、．O j

2σ・∂σ・・1
  ・  T，
3 ∂T j

    ノ
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＾PP㎝di塁C荷重作用下で溶接された平板の座屈解析

 圧縮荷重作脚下で溶接された部材の座屈強度は熱による強度・剛性の低下だけでなく、

熱応力によっても低下するものと考えられる。ここでは、第2章の熱弾塑性解析結果を用

いて圧縮荷重作用’下で溶接された平板あ弾性座屈強度について有限要素法を用いた解析に

より検討し、過渡的な熱応力により座屈強度が低下することを明らかにする。

 座屈理論については文献i，2）を参照されたい。使用した有限要素は四角形要素であり、

変位関数として

W＝αI＋α2X＋α3y＋α司X？十α5Xy＋α6y2＋αアX3

    ＋α8x2y＋αlxy2＋αlly3＋α〕x3y＋平1／xy3 （C－1）

を使則した。この変位関数を朗いて作成した弾性座届解析のプログラムの精度を確認する

ため図一C．1に示すような残留応力を有する平板の座屈強度を求めた。

 解析給巣を図一C．2に示す。岡図は文献1）に示されているものであり、エネルギー法を用

いて得た座屈強度値と式（C－1）と異なる変位関数を用いた有眼要素一法により得られた座猫

強度の計算結果が示されている。式（C－1）の変位関数を用いた有限要素法による座屈強度

はエネルギー払により得られた座屈強度値とよい…・数を示している。

 このプログラムを用いて荷重作用下で溶接された部材の過渡状態における座屈強度を求

めた。ここでは、圧縮荷重作用下にある平板が荷重軸に平行に溶接された場合を取り上げ

た。荷重作絹下で溶接された平板の過渡状態における座屈強度を求めるには、残留応力で

はなく熱応力を考慮しなければならない。荷重軸に平行に溶接された平板の温度分布なら

びに熱応力分布については第2章で行った熱弾塑性解析結果を用いることができる。そこ

で、第2章の解析結果から、瞬間熱源投与後8．4秒経過したときの温度分布および熱応力

分布を用いて座屈解析を行った。なお、瞬間熱源投与前についても解析した。解析ケース

を表一C．1に、要素分割および入力データとして使用した熱応力分布を図一C．3に示す。同図

には第2章の解析結果である温度分布および熱応力分布も合わせて示してある。平板の周

辺の支持条件は載荷辺がピンと固定の2種類であり、非載荷辺は自由とした。溶接ビード

部は750℃以上であるので、第2章の熱弾塑性解析における仮定によればヤング率は零で
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あるが、ここではヤング率を室温のそれの1／100とした。また、溶接ビード近傍は熱によ

る降伏応力度の低一一ドのため熱応力により降伏しているので、この降伏した領域についても

ヤング率を室温のそれの1イ100とした・

 解析結果＝を表一C．2に示す。載荷辺の支持条件によらず、熱応力が存在する場合の座屈確

度は熱応力が無い場合のそれに比べて約6割に低減することがわかる。また、このときの

座屈強度は瞬間熱源が投与された直後の座屈強度、すなわち溶接ビード部の剛性が雲とな

り、溶接ビード部を断面欠損とみなしたと一きのオイラーの座屈荷重・一・・載荷辺の支持条

件によりそれ一それ56kH，222kH…  よリ低くなっている。これは、本形栃の熱応力が溶

接ビード近傍で圧縮応力であるので、この圧縮応力が座屈強度を低下させたものと考えら

れる。圧縮残留応力が座屈強度を低下させるこ二とは図一C．2に示されるようによく知られて

いることであり、本解析の熱応力は溶接ビ…ド近傍で圧縮応力であるから。この旺縮応力

が座屈強度を低’一ドさせることは容易に理解される。以」kより、溶接ビード部を断面欠損と

して取リ扱うだけでなく、溶接熱により生じる熱応力を考慮した強度解析を行い、作業巾

の安全性を確認し削ナれぱならない。

表一。．1 解析ケース

■一 ■…＾    ’

凸一
載荷辺の支持条件 熱応力

’｛一’’
一I一■一■

ケース I ○ヒ ン 無

II ピ ン 有

I山一㎜ 固定 無
⊥L o  ■I ■ ’

皿 固定 有

表一C，2荷重軸に平行に溶接したときの座屈強度（k㎜）

熱応力

無 有

載 ピ ン 63．6（62．2） 40

荷

辺 固定 265．（249．） 170

カッコ内はオイラーの座屈荷重
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         図一C．3解析モデルの要素分割と熱応力分布

1）寺沢一雄他、有限要素法による平板の弾塑性座屈（第一報）一一矩形板の弾性圧縮産

 屈一一，造船協会論文集 第122号，pp－227～234

2） 0．C、ツィエンキービィッツ著（吉識雅夫，一⊥1田嘉昭監訳） ：基礎工学における

 マトリックス有限要素法，培風館
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